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 午前１０時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第４号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

 順次発言を許可いたします。 

 一つ、定住化につなげるまちづくりについて、

14番齋藤千惠子議員。 

 〔１４番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○１４番（齋藤千惠子議員） おはようございます。

一新会の齋藤千惠子です。不養生で風邪を引い

てしまい、何とか１時間せきもせずにもってく

れればと思い、大変お聞き苦しいかと存じます

が、精いっぱい思いを伝えたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

  ６月議会一般質問もきょうで３日目、風にそよ

ぐ稲の成長が楽しみなさわやかなこの季節、も

っとも、きょうは大変朝から暑いようですが、

米沢にも雪さえ多く降らなければ、災害もほと

んどないし、とても住みよいまちなのですが、

人口増につなげる具体的な施策もないまま、高

齢化、核家族化、そして少子化が急速に進み、

人口減少が続くこの米沢市。何とか定住化につ

なげるさまざまな視点からのまちづくりはでき

ないものかと強く思うところです。 

  最近、御近所で、雪が多くて自分一人ではどう

しようもないと住みなれた土地に別れを告げ、

息子さんのところに行くと寂しそうに越してい

ったおばあちゃん、また、一冬過ごしてみてわ

かったけど、家を建てるなら米沢ではなくて南

陽市にするわと告げた福島市の自主避難の家族

など、転出が続いております。米沢市に定住化

を図るために、雪に強いまち、そして住民の皆

様の交通の足を確保することが急務だと考え、

今回、「定住化につなげるまちづくり」の観点

から質問させていただきます。 

  まず１点目、本市における地域公共交通のある

べき姿について質問いたします。 

  地域公共交通としてはいろいろな移動手段があ

りますが、今回は、地域の過疎化などによって

課題の多いバスの運行の活性化に限って質問さ

せていただきます。 

  米沢市まちづくり総合計画によると、公共交通

機関のうち、地域内交通としての生活路線バス

については、本市ではこれまでバス事業者に対

する運行費の補助や市民バスの運行を行ってき

ましたが、赤字路線の常態化への対応や、より

利便性の高い運行経路の検討、さらにバス路線

のない地域における検討が必要とし、施策とし

て、「新たな循環バス路線の運行」「市民バス

の利便性向上の推進」、さらには「新たな公共

交通システムの検討」と述べています。 

  公共交通は、まちを活性化させるための重要な

地域資源としてもう一度再認識し、まちづくり

の発展と、住む人に、これから住みたいと思う

人に魅力的なライフスタイルの提案を行うこと

のできる公共財産と言えると思います。 

  全国に数々の成功例もあります。例えば佐賀市

の「ノーマイカーデー割引市民のバス」、高齢

化44％の徳島県上勝町の新しい交通手段「有償

ボランティア輸送制度」、「ガイヤの夜明け」

でも取り上げられました広島県福山市など、少

子高齢化の進む現在、特に交通弱者と言われる

人々にとっては、地域に密着した交通手段であ

るバスの重要性は増してきております。交通弱

者に優しいまちづくりを行うためにも、悪循環、

つまり利便性低下により利用者が減少する、さ

らなる利用者減少を招きさらに利便性が低下す

るこの悪循環を脱し、健全な形で持続可能な公
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共交通体制を実現させることが求められている

のです。 

  今の地域の状況を踏まえた上で、市民に公共交

通機関を利用してもらうためにはどうすればよ

いのか。もっと言えば、地域住民の地域交通に

対する意識の問題があります。市民の方は、よ

り便利な移動手段、すなわち車に流れていくこ

とは容易に想像できます。もっとも、山形県に

おける１世帯当たりのマイカー保有率は全国第

２位、１世帯当たりのマイカー所有台数は全国

的には1.16台です。この背景にはいろいろな理

由が考えられますが、この便利なマイカーに対

して、公共交通機関を利用してもらうためには

どのような手だてがあるのか、まず考えていか

なければならないと思います。 

  路線バスが廃止になるということは、その地域

には利用者が少ないというあらわれです。まず

は、本当にその地域が公共交通手段を必要とし

ているのかどうか、地域住民の人が参加し検討

することがまず必要なのです。こうした地域住

民による検討を通じ、「どうして必要なのか」

「なぜ利用がなかったのか」といったニーズを

把握することができ、それが公共交通の大切さ

をアピールする絶好の機会ともなるのです。 

  一方、人が乗らないことや運行収支のみをその

よしあしの判断材料とするのではなく、改めて

「公共」について市民の皆様と議論を交わす必

要があるとも思うのです。 

  地域に密着した交通手段であるバス、これをク

ロスセクターベネフィット、すなわち、ある部

門で行われた出費を伴う行動がほかの部門に新

たな利益となるという考えでいけば、特に高齢

者が多い地域にこの考え方が生きてくると思い

ます。つまり、例えば年を重ねた方が容易に移

動できるように公共交通機関を整備すると、自

分で病院や買い物に出かけ、介護予防になると

いう側面からも、そして医師にとっても往診に

かかる費用が節減できたりなどなど、高齢者や

障がいを持った人といった移動に制約のある

人々の移動を保障することは、こうしたほかの

分野への利益などを生み出す可能性も秘めてい

ると言えます。 

  このように移動手段を持つということは、多く

の人々の日常生活の基本となるものなのです。

行政の急務の役割なのです。行政は、バスの空

白地域をなくすために、地域住民の生活の足の

確保をどう重く受けとめているのか。判断や実

行に余りにも時間がかかり過ぎる本市。行政は、

地域住民の決して張り上げることのない小さな

声を、不満を、要望を、どれだけ市民の声に耳

を傾けているか。集中と熱意を持って早急に取

り組んでいただきたいと私は強く思うのです。 

  公共交通空白地域においては、地域住民の方々

との対話を丁寧に行い、合意形成を積み上げて

いくこと。その上で、当該地域の交通にとって

何が一番最適なのかを検討していく。そして、

先ほどの全国の成功例を今後の公共交通のあり

方を考える上でのヒントにする。公共交通はま

ちを活性化させる重要な地域資源として見直し、

「まちづくりの発展」「住む人に定住化を図る

公共財産である」と強く認識する必要があると

思うのです。実際に利用する市民の皆様、維持

と補助をしていく行政、そして得られる公共交

通機関の姿、これこそが地域にとって本当に

「公共交通機関のあるべき姿」なのではないか

と考えますが、安部市長の認識をお聞かせくだ

さい。 

  さらに、バスによる公共交通の整備は、もちろ

ん米沢だけではなく、全国の地方都市において

避けては通れない喫緊の課題です。本市の公共

交通の現状と課題について、どのような認識を

持っているのか、そしてどのような解決策を打

っていくのか、具体的にお示しください。 

  次に、２点目、定住化につなげるまちづくりの

ための流雪溝の整備の推進についてお伺いいた

します。 
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  今冬も３年続きの大雪で、除雪費も膨大になっ

ております。市民生活に大きな支障となり、本

市の重要な課題となっています。雪おろし、除

排雪と雪に追われ、来る日も来る日も雪との戦

いが続くのです。昔ながらの雪国米沢の苛酷な

この戦いに御苦労なさっている市民の方が大多

数ではないでしょうか。だからこそ、雪対策と

して有効な流雪溝の整備の推進について質問い

たします。 

  全国的に、平成18年豪雪を経て、流雪溝は大き

く見直されてきています。本市においても「雪

に強いまちづくり」として流雪溝の整備は、非

常に効果的な施策であるということは言うまで

もありません。水源確保の課題はありますが、

流雪溝の必要性を強く訴えます。流雪溝は、言

うまでもなく、消雪パイプ、機械除雪と並んで

極めて人気の高い性能のよい除雪施設です。除

雪技術としての流雪溝は、動力を人力にのみ依

存するので省エネルギーであり、環境への負担

も軽いという利点もあります。 

  現在、米沢市では65歳以上の高齢者は総人口の

27％を占め、60歳以上となると37％も占めてお

ります。高齢者単身世帯は全体の約８％、平成

20年と比べても300人も増加しております。県内

では、山形市、鶴岡市、酒田市に次いで４番目

であります。このように急速な勢いで高齢化が

進む中、何とか水量を確保して流雪溝の整備を

進めることはできないものでしょうか。 

  また、以前、国土交通省の見解で、米沢市を流

れる一級河川で、新たに水利権を与えることの

できる河川はないという厳しい見解であったと

お聞きしておりますが、その後、何か水利権の

取得は進展しているのかどうかお伺いいたしま

す。全国の豪雪地の自治体を見てもさまざまな

取り組みを行っています。そこで、現有水利権

を生かした用水確保、例えば綱木川ダムの完成

により舘山浄水場からの取水減量分を流雪用水

にはできないものかどうかもお伺いいたします。 

  そのほか下水処理水の利用など、冬期の厳しい

市民生活の課題解決のために、市として整備の

見直しの考えがあるのかどうかもお尋ねいたし

ます。 

  現在、本市が推し進めている流雪溝用水の再利

用の循環ポンプシステム導入の工事が見受けら

れますが、このリサイクルの事業の展開もあわ

せて質問いたします。 

  以上、定住化につなげるまちづくりのために、

ぜひとも安部市長の御英断を期待し、壇上から

の質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの齋藤千惠子議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、地域公共交通のあるべき姿について

基本的な考えをお答えいたします。その他につ

きましては部長よりお答えをします。 

  高齢者や高校生などいわゆる交通弱者の方々に

とり、日常的に移動する手だてを確保すること

は切実な問題であると認識しております。地方

公共交通の最たるものとして路線バスが挙げら

れますが、利用者が年々減少しているため、全

国的にも民間業者の撤退が相次いでおります。

このような状況が今後も続けば、交通弱者の移

動手段が断たれる地域が拡大していくことが懸

念されます。 

  本市としましては、まず既存路線の維持に努め

る必要があると認識しており、利用者増のため

さまざまな工夫を行ってまいります。さらには、

現在の路線のあり方自体が適正なものなのかの

検討を進め、地域に合った交通システム、例え

ばデマンド交通についても研究したいと考えて

います。このような検討を踏まえ、長らく公共

交通の空白地帯と言われておる地域にとって最

も適した交通システムを導入すべく、研究を進

めていきたいと考えています。 

  私からは以上です。 
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○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、地域公共交通

について、これまでの取り組み、現状を踏まえ

ながら、これからの予定についてお答えをして

いきたいというふうに思います。 

  まず、本市の人口は、国勢調査ベースでは、平

成７年の９万5,592人から減少に転じ、平成22年

では８万9,401人と９万人を割る状況となりまし

た。また、国勢調査をもとにした直近の推計人

口では、これは５月１日現在ですが、８万7,530

人と前年同月と比べて966人の減少となっており

ます。こういった人口減少の状況は今後も続く

ことが懸念されますことから、今から定住につ

ながる方策を講じていくことが必要であると考

えております。 

  その一つとして、地域の方々の移動手段の確保

は重要な施策であります。いわゆる地域公共交

通といった場合、鉄道やタクシーなども重要な

移動手段ではありますが、御指摘のとおり、バ

スは最も身近でなじみのある移動手段であると

言えます。その重要性については市としても認

識をしており、平成９年から廃止代替路線バス

の運行を開始するとともに、平成13年度からは

町なかの移動の利便性向上のために循環バス運

行を行い、平成23年には南回り循環路線の運行

も行ってまいりました。 

  これらの利用状況でありますが、市街地循環路

線右回り・左回りについては、当初とほぼ横ば

いの安定した利用状況となっております。しか

しながら、廃止代替路線バスであります米沢・

関根線、米沢市役所・万世線及び米沢・田沢線

の３系統４路線については、運行開始以来年々

利用者が減少する傾向にあり、現在では運行当

初と比べておおむね半減しているという状況に

なっております。伴いまして市の財政負担も増

加をしているというふうな状況にあるわけであ

ります。 

  こうした状況の中、地域の方々の移動手段の維

持の観点から、利用者減少に歯どめをかけるべ

く、昨年度、300円上限の実証実験を行い、その

結果を踏まえながら、ことし10月からの本格稼

働を目指して調整を行っているところでありま

す。 

  また、各路線に関係の深い山上地区、万世地区

及び田沢地区において、地区住民の方々と今後

のバスのあり方についてさまざまな角度から話

し合いを行い、さらには、今後必要とされてい

る公共交通のあり方やバス利用に対する関心、

考え方、こうしたものを把握するための地区住

民を対象としたアンケート調査を実施している

ところであります。地区での話し合いの中では、

利用者増につながる方策の検討や、地域に合っ

た運行方法として、現在のバス運行とは異なる

方式、先ほど市長からもありましたが、例えば

デマンド交通の導入についても意見があり、こ

れも有力な検討材料の一つとして位置づけなが

ら、多様な視点から議論を進めていくことにし

ております。 

  これらの地区で検討をいただいた新たな公共交

通システムが、実証運行などの段階を経て持続

可能なものと検証されましたならば、現在は交

通空白地帯と言われている地域にも順次導入拡

大を図っていきたいというふうに考えておりま

す。 

  なお、既存バス路線の利活用については、ただ

いま申し上げました300円上限運行の実施のほか

に、交通安全の観点から高齢による免許証返納

者に対する一定の割引パスの導入や、廃止代替

路線バスと循環バスとの既存路線との相互乗り

継ぎが可能な一日乗車券の導入などもあわせて

検討していきたいというふうに考えております。 

  これらの方策につきましては、今後、地域公共

交通会議を開催しながら、随時その中で議論を

させていただくことになっておりますが、その

際にはアンケートなど市民の方々の御意見も反
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映できるようにしていきたいというふうに考え

ております。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

  〔加藤吉宏建設部長登壇〕 

○加藤吉宏建設部長 私からは、流雪溝の整備の推

進についてお答えいたします。 

  初めに、本市における流雪溝整備の状況につい

てでございますが、議員お述べのとおり、定住

化につながる冬に強いまちづくりには、流雪溝

の整備は有効な施設であるというふうに認識し

ております。 

  この流雪溝の機能を十分に発揮するためには、

豊富な水量、雪を流下させるのに必要な適切な

勾配、そして流末処理のできる河川などが必要

になってきます。しかしながら、本市は最上川

の最上流部に位置することから、冬期間の河川

水量そのものが少なく、流雪溝整備の条件の一

つであります豊富な水量を確保することが厳し

い環境下にございます。そのようなことから、

新たな水利権の取得というのは大変厳しく、難

しい状況になっております。このため、冬期間

の維持用水や防火用水として取得されておりま

す従来の水量を最大限に生かし、現有施設を少

しでも流雪溝としての機能を発揮させるため、

老朽化している水路や素掘りの水路、それから

溢水箇所の水路の改築などを中心に、流雪溝の

整備を年次計画で進めているところであります。 

  また一方では、面的な流雪溝整備として、西部

地区面的流雪溝整備計画に沿って市道養善寺城

西四丁目線、通称三の町通りになりますが、こ

れにおきまして、国道121号の流雪溝用水をリサ

イクルして有効利用する循環ポンプシステムに

よる流雪溝整備事業を行ってきております。こ

のシステムが大きな成果を得ているところでご

ざいます。これに引き続きまして、現在、国道

121号から上杉御廟所までの南北の市道御廟所線

と、県道米沢環状線から法音寺南側十字路まで

の東西の市道城西四丁目吹屋敷町線において、

同システムの流雪溝整備事業を平成26年度の完

成を目指し、現在進めているところでございま

す。 

  今後は現有施設の改築による流雪溝整備に努め

るとともに、水の有効利用を図る循環ポンプシ

ステムの導入が可能な路線の検討を行いながら、

順次拡大していきたいと考えているところでご

ざいます。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  順番は逆になりますが、２番目のほうから。今

御答弁いただきましたが、私がお聞きした中で、

一つ、下水処理水の利用という点についての御

答弁がなかったように思いますが、この点につ

いてはいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

○加藤吉宏建設部長 下水処理水の消雪利用のお考

えというふうに思いますけれども、確かに全国

的に例を見ますと、下水の処理水を逆送しまし

て市内のほうに循環させて消雪パイプのほうに

利用する、あるいは流雪溝に利用するという、

いわゆる中水道というシステムが全国的にはあ

るというふうに聞いております。特に北海道方

面にあるというふうにちょっと聞いております

が、米沢の場合下水処理場は、この米沢市内の

中田地区、窪田の手前でありまして、市街地か

ら自然流下で流れているこの下水道の一番低い

ところで処理をして、最上川に放流してござい

ます。この放流水を逆送させて市内に持ってく

るというふうになりますと、確かに水量的には

利用可能かと思いますが、それを逆送させるた

めのシステム、ポンプ室、あるいは圧送管、そ

ういうふうなものが入ってきて、それで上流部、

中流部まで戻して、また流雪溝に戻すというふ

うな格好になりますけれども、それの設備投資
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というふうなものが大変高額な設備投資が必要

になるというふうに考えております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） 私、今回、いろいろ

なことを全国のいろいろな例なども見せてもら

ったところにもいろいろうまくいっているとこ

ろなどがございます。確かに自然から言ったら、

米沢は、流雪溝の新設をするということはまず

無理なんだろうなという御答弁はまず想定して

いたのですが、やはりこれだけ厳しい雪国の米

沢を、特に先ほど申し上げましたように高齢化

が物すごい勢いで進む中、しかも少子化で子供

たちを当てにするというようなそういったこと

がだんだん難しくなっている中で、どこにお金

をかけて設備投資するのか。住みよいまちであ

り、子供やお年寄りもみんな住みよいまちにす

るために、どういうふうにお金を振り分けるの

か。そこを考えたときに、設備投資も大変だ、

財政的にも大変だと言ったら、何も生まれてこ

ないのではないでしょうか。 

  後で交通機関のことでも申し上げますが、やは

りここは検討、検討でなく、前に進んでいただ

かないと、依然として、米沢は住みにくい、冬

さえなければ、雪さえ多くなければという言葉

がついつい出てしまうこういう米沢ですので、

雪が解け春になるとしっかりあの苦労も忘れた

ようになりますが、やはり秋が来て、冬が来れ

ば必ずやってまいります。可能な限りのシステ

ムを使って雪と戦う、そういう姿勢を私は見せ

ていただきたいのです。 

  確かに一番下流のところにございますので、そ

れも理屈的にはわかります。しかし、長い目で

長期的に投資していく、そういうお気持ちでぜ

ひとも、この雪に負けているような、機械の除

雪を丁寧に優しい除雪をしてくださっている、

大変努力してくださっていることはわかります。

でも、やっぱり自然に負けている状態です。年

をとったら雪のないところに住みたい、やっぱ

り雪がないところに移るわという人がこんなに

ふえている中で、何か手だてをとらなければ毎

年毎年同じことの繰り返しです。流雪溝の新設

が無理なら、何かする方法はないのか。皆様の

英知を集めてぜひ雪に勝っていただきたいので

す。 

  札幌市などでは、雪を一カ所に集める、そうい

った地域密着型雪処理施設などというものをあ

ちこちに設けて雪を消していらっしゃる。全国

で別に米沢だけではないのです、この豪雪は。

その雪の多い中でいかにしてみんなが米沢に定

住するようになるか、年を重ねてもこの米沢で

過ごせるようになるか、そこをやっぱり長期的

な目でぜひ投資していただきたいと思います。

返答は結構でございますが、ぜひそれは要望と

いう形でお願いしたいと思います。 

  それから、１つ目の地域公共交通の御答弁をい

ただきましたが、はっきり申し上げて、上限300

円の廃止代替路線本格運行、南回りを除いては、

考え方としては全く何年も前と変わっていない

なというのが正直な感想でございます。同じよ

うな答弁を何度も伺っているような気がいたし

ます。確かに大変大きな課題であり、利用者に

とってどういうメリットがあるのか、その地域

にとってそのバスの持つ意味はどういうものな

のかということを考えたときに、上限300円のこ

の10月１日からの本格運行もそれから南回り路

線も、発展しているということには間違いのな

いことですが、先ほども申し上げましたが、全

国でこれだけ大きな地域の課題としてなってお

ります。でも、先ほど申し上げませんでしたが、

京丹後市などは乗客が２倍になったというすば

らしい成功事例もあるわけです。米沢で赤字路

線に補助しているその考え方を、運行に補助す

るのではなく乗客に補助するという考え方、米

沢でも多くの御苦労があってこのようにいろい

ろな戦略をなさってくださっているのだとは思

いますが、先ほど私が申し上げた、地域にとっ
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てどうしてこの公共交通に乗らないのか、利用

しないのか。そこの点について、何度も開かれ

た会議についての議事録なども全て見せていた

だきましたが、それは一部の方々ということも

否めないと思います。アンケートのとり方だっ

ていろいろなとり方がございます。そういう点

で、地域にとって公共交通はどういう意味があ

るのか、その地域にとって公共交通はどういう

意味を持っているのか、今後どういうふうにこ

の地域の方々は公共交通を利用するつもりなの

かといったそういうことを、その点については

いかがでしょう。大変漠然とした質問でお答え

にくいかと思いますが、よろしくお願いします。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 まずその新しい公共交通

システムを検討するに当たっても、議員御指摘

のとおり、まず地域の実態、地域のニーズ、こ

れを掘り起こしていくことが一番発射台といい

ますか基本的な作業になるという認識は私ども

でも思っております。先ほど答弁の中で、地区

住民を対象にしたアンケートというふうなこと

を申し上げたわけでありますが、３つの地区の

うち、まず先行させていただいて関根地区のほ

うでアンケートをとらせていただきました。今、

集計が途中段階でありまして、これから分析を

深めていきたいというふうに思っていますが、

少し御紹介をしたいというふうに思います。 

  御質問のありました「なぜ乗らないのか」等々

につきましての項目も実はございまして、関根

地区では合計1,000人の方からアンケートを聴取

しております。それで「今と比べてどんな状態

だったら利用すると思いますか」というような

質問をさせていただきますと、やはり経路の問

題、行き先の問題、それから頻度、本数をもっ

とふやせばというふうな状況、それからバス停

が家の近くにないからだというふうなところが

課題として大きな結果を生んでおります。これ

は、この段階で分析をきぱっとするのは難しい

わけでありますが、一定程度やっぱりこれは利

用していただける方々のターゲットといいます

か、それを絞り込むことによって解決ができる

問題なのかなというふうに思われます。 

  もう一つは、人口がやはりこの地区の中でも減

少しているわけでありますが、その４倍ものス

ピードで利用者が減っているというふうな状況

がございます。そうした中で「その原因は何で

しょうか」というふうな質問をさせていただき

ますと、断トツでやはり「自家用車の利用がふ

えたから」というところがございます。現実問

題として、この10年間ぐらいで統計をとります

と、やはり高齢者のドライバーの数が相当程度

ふえてございます。高齢者が運転ができる状況

がどんどん社会現象として広まっておりますの

で、こうした傾向もやはり見てとれるというふ

うなことになります。 

  それから、今後、バスのシステムを検討するに

当たってどういった方々のニーズに応えていく

べきかというふうなところでは、若年層はやは

り通学というふうな数字が出てくるわけであり

ますが、やはり圧倒的には高齢者の通院、買い

物、こうしたものへの対応が求められるという

のが大きな数字差で出ております。それから費

用負担について、要するに市の財政負担につい

ての質問をさせていただいております。こうし

た中では、やはり現状の市の負担、こういった

範囲の中で新しいシステムを考えていただけれ

ばというふうな回答が、これもまたやっぱり断

トツでございました。 

  そうした分析を深めさせていただきまして、こ

れは今、山上地区でありますけれども、これか

ら田沢やそれから万世のほうでも展開をしてい

きたいと思っておりますが、やはり地域のニー

ズに合った新しいシステムを考えていく段階に

今来ているんだろうというふうに思います。い

わゆるバスの利便性を向上していくというとこ

ろで一方でテーマはあるわけでありますが、一
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定の限界性といいますか、次の時代、将来に向

かってどういうシステムがあるべきかというと

ころを考えていく段階に今来ているんだろうと

いうふうに思っております。 

  検討ばかりだけでなかなか目に見えた形になっ

ていないというふうな御指摘はまさに私も痛感

をさせていただいておりますが、こうしたニー

ズ調査を踏まえて、まず実験的にといいますか、

実証的な新しいシステムの運行のめどを何とか

早い段階でつけていきたいとういうふうに考え

ております。そうした成功事例を次の場面にも

やっぱり展開をしていく。ただ、今の廃止代替

の路線、３つの路線が全てそういう新しいシス

テムになり得るかどうか。これはまた実証する

中で検証していかなければいけないわけであり

ますが、そうしたものの取り組みの結果から次

の展開にステップアップをしていけるようにし

ていきたいというふうに考えております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  利用者の方々に、自分たちの利用が公共交通を

支えており、利用がなくなれば公共交通はなく

なってしまう、将来必ず高齢者となり誰もが車

を運転することも困難になる、そのとき公共交

通の機関がなくなっていたら移動に支障がある

のだというそういう皆様の意識を持っていただ

くための手だて、今お答えいただいたのと違う

意識を持っていただくための手だてということ

はどういうふうに考えていらっしゃいますか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 廃止代替の３路線を運行

するに当たりまして、当然地元の方々の利用が

一番なわけでありますので、コミセンを単位に

しまして、当時は地区公民館であったわけです

が、利用促進協議会というものを組織をつくっ

ていただいております。そうした中でさまざま

にバス利用について呼びかけをしていただいた

り、無料の日、「バスの日」というのを年間に

１回設けさせていただきながら、利用しますと

こういうふうな状況なんですよ、乗ったことの

ない方もぜひこの機会に乗ってくださいという

ふうなＰＲなどもさせていただきながら、普及

については啓蒙してまいりました。ただ、そう

した取り組みだけで功を奏しているかといいま

すと、先ほど申し上げたような状況であります

ので、なかなか難しい環境にはあるということ

であります。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） これは将来の話にな

るわけですが、親御さんが乗らなければ子供た

ちも乗らないというようなこともふえてきてお

りますので、バスのよさや楽しさをぜひ実際に

体験して公共交通になれ親しんでもらうことに

よって、未来の公共交通の利用者である子供、

未来の公共交通の利用者の確保という意味で、

子供さん向けのイベントなども全国では随分行

われているようです。ある地区では授業が終わ

ってから保護者と一緒にということや、保育園

に入る前の子供さんも保護者も一緒に集めて、

あいたスペースにバスやパトカーやいろいろな

交通手段を並べて楽しんでもらったり、帽子を

かぶせて記念写真を撮ったりなど、そういった

地道な努力ですが、バスにぜひ親しんでもらい

たいというような取り組みをしているところも

あるようです。 

  私がもう一つお聞きしたいのは、人口が減少す

る中で、交流人口を拡大しないと公共交通は支

えてはいけない、そのための投資を行政が行う

という考え方だと思いますが、大変広い意味に

なりますが、交流人口の増加対策としては、現

在、本市ではどのような対策をとられているの

かぜひお聞かせください。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 交流人口の拡大がもたら

す経済的な効果だけではなくて、さまざまな効
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果があります。交流人口を図っていくことが重

要なテーマだ、まちづくりのテーマだというふ

うな認識には立ってございます。 

  今、その交流人口の拡大、市民同士が交流して

いくというふうな狭い捉え方と、観光客、外側

から来られた方々をどうやって移動手段として

乗せていくかという部分と、２つの意味がある

んだろうというふうに思います。一つには、１

点目の市内の市民の方々の交流については、や

はり利便性を高めていく。そうした意味でも南

回り循環バス路線を23年に運行させていただき

ました。これも中心部、あと周辺部、そうした

ものとの接続を今後太くしていくための一つの

手段で考えてございました。もう一つは、観光

客として外来の方々に二次交通としてこのバス

路線を使っていただくということも一つの大き

なテーマだというふうに考えてはおります。

「天地人」のときに相当のお客様が来たわけで

ありますが、その際も一つの冊子にしまして、

さまざまな経路、米沢市の場合はバス路線経路

がさまざまありますが、駅とまちの中、あるい

は上杉神社周辺、こうしたものの中でのわかり

やすいアクセスの方法について一つの形、パタ

ーンをつくっております。それが今も継続して

続けられておりますので、こうしたもののＰＲ

も含めながら、観光客の皆様にはぜひ使ってい

ただけるようなＰＲを進めていきたいというふ

うに思っております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  確認ですが、先ほどの上限300円の本格運行の

状況を見てバスの空白地域へのバス路線の拡充

を検討するということは大分時間がかかります

でしょうか。大体先の見えた話なのでしょうか。

そこをもう一つ確認したいと思います。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 将来のスケジュールにつ

きましては今ここで私限りで明言しないで、実

施計画、これから今年度見直しがあるわけであ

りますので、そうした中で、庁内で合意を取り

つけてからお話をしたいというふうに思います。 

  ただ、先ほど申し上げましたのは、既存路線の

300円上限運行というのは、今の利用を利便性を

高めるための一つの手段としてやっているわけ

でありまして、それが空白地帯へ行くための第

一歩ということではございません。今、既存の

廃止代替路線の利用状況が相当程度落ち込んで

おります。今、平均乗車密度が全て２人台ぐら

いに落ち込んでおります。こうした部分をどう

やって解消していくかということをまず検討さ

せていただいているわけでありますが、その一

つの手段としては、新しい交通システム、こう

いうものの導入も踏まえていきたいというふう

に考えております。ですので、こうした成功事

例をもって次のステップに行きたいと考えてお

りますので、まず、私の頭の中では、今年度中

ぐらいには新しい実験運行に行くための前段の

方向づけを整理させていただければなというふ

うに考えております。 

○島軒純一議長 齋藤千惠子議員。 

○１４番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  小さいことなのですが、ぜひいろいろ考えてい

ただくときに、夕方遅い時間、19時ぐらいでし

ょうか、バスが最終なのですが、ぜひ飲んで帰

るときは23時、11時ぐらいもバスが走る、町な

かに。朝は飲み会のある日はバスで行って、バ

スで帰ってこれるような、そんなゆとりのある

まちになってほしいものだななどと私いつも思

っております。 

  最後になりますが、目の前の課題に本当に真っ

正面に向き合っていただいていることに大変感

謝申し上げております。先ほども申し上げまし

たが、市民誰もが年を重ねて高齢者になって、

公共交通機関が必ず必要になる時期がやってく
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るのです。なかなか大変大きな課題でございま

すが、10年後、20年後の米沢はどうなっている

のか、どうなってほしいのか、そしてどんな米

沢にしたいのかと、そんなことを考えただけで

もわくわくしてまいります。長い展望を持って、

この大きな課題、私が先ほど２つ申し上げまし

た。それもほんの一例ですが、定住化につなげ

るまちづくりに取り組んでいただきたいことを

重ねて申し上げ、質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。 

○島軒純一議長 以上で14番齋藤千惠子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０５分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、水路・流雪溝の整備について外２点、11

番遠藤正人議員。 

  〔１１番遠藤正人議員登壇〕（拍手） 

○１１番（遠藤正人議員） 自民クラブの遠藤正人

です。本日は多くの市民の皆様に市議会傍聴を

していただきましたことに、まずはお礼申し上

げます。ありがとうございます。 

  さて、このたびは、一つ、水路・流雪溝の整備

について、一つ、（仮称）南地区（統合）中学

校建設について、一つ、元気で長生きできるま

ちづくりについての３点についてお聞きいたし

ます。 

  まず、今の米沢市のインフラの整備についてで

ありますが、４年後の平成29年度中には悲願の

東北中央自動車道の米沢～福島間が開通いたし

ます。本市におきましては目の前に絶好のチャ

ンスがあると強く思うのであります。歴史ある

米沢市が、将来に向け３年後、５年後、そして

近未来を見据えて計画的な事業を力強く推進し

なければならないのであります。そのためにも

タイムリーな施策の計画、そして実行が大切で

あります。そういった中で質問をさせていだた

きます。 

  一つ、水路・流雪溝の整備についてお聞きいた

します。 

  米沢市の水路の整備については、歴史的には古

くは直江兼継公が直江石堤をつくり、そしてそ

の名残として本市の流水の公共事業が今も続い

ております。母なる川「最上川」の源流の御入

水堰から米沢市内一円にとてもありがたい流水

があり、春・夏には農作物の恵みのために、冬

には雪対策にと有効活用であります。そこで、

限られた水量を有効に、そして市民生活に役立

つような施策、インフラ整備が必要と考えます。 

  そこでお尋ねいたします。現在、本市に要望さ

れている水路と流雪溝の整備に関する件数と状

況をお聞かせください。また、その要望に対す

る対応策をどのように計画されているのかをお

聞かせください。 

  次に、（仮称）南地区（統合）中学校建設に向

けてお聞きいたします。 

  このたびの中学校統合は、複数地区にまたがる

面積的にはとても広いエリアの統合計画であり

ます。その中で、子供たちの通学路の安全確保

について不安の声を数多くいただいております。

そして今年度末には用地が決定されるスケジュ

ールとなっております。そういった中で、子供

たちのために、そして現在対象地区になってお

ります多くの市民の皆様の関心と不安といいま

すか、そういった点も含めて、バランスのとれ

た教育環境と教育レベルアップに寄与できるよ

うにと強く思いまして、質問をいたします。 

  私は、まちづくりをする上で、せっかくの税金

といいますか、大切な予算を執行するわけです

から、効率よく事業を行い、そして一つの事業
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の遂行の中で、近くに関連のある問題や課題が

あれば知恵を出し合って、あわせて解決できな

いか。そういった考えに立ちまして訴えをいた

します。 

  一つ、そこでお聞きいたします。現時点で、

（仮称）南地区（統合）中学校建設に向けての

通学路の安全確保策ですが、熊対策も含め、ど

のように考えておられるかお聞かせください。 

  次に、現時点では用地がまだ決まっておりませ

んが、広いエリアの中学校区でありますので、

スクールバスの運行については、どのような基

準といいますか、対応策を考えておられるのか

お聞かせください。 

  このたびの（仮称）南地区（統合）中学校の建

設は、本市の南部方面の地区ではとても大きな

事業であり、本市のまちの形成から見ましても

とても大切な事業であります。そこでお聞きし

たいのは、都市計画道路石垣町塩井線の南への

延伸計画であります。万成線との兼ね合いもあ

るでしょうが、先に石垣町塩井線を開通させる

ことが将来の米沢市にとりましてもとても有意

なことと考えますが、当局はどのように考えて

おられるかお聞かせください。 

  さらにお聞きしたいのは、用地が米坂線の南側

になるのか北側になるかこれからでありますが、

現在の興譲館高校の通学の不便さから見まして

も、ＪＲ泉町踏切と太田町にあります福田踏切

の間にもう一つ踏切を増設して、南方面のまち

づくりにおきましてのインフラ整備を進める中、

総合的まちづくり計画を熟考すべきと考えます

が、市当局におかれましては、大局にどのよう

に将来ビジョンを考えておられるかお聞かせく

ださい。 

  次に、元気で長生きできるまちづくりについて

お尋ねいたします。 

  誰もが健康で充実した人生を送りたいと考えま

す。もちろん健康については、病気にならない

ように予防しなければなりません。私は、20年

以上前でありましたが、地元地区内の男性の方

からお聞きしたことがあります。健康を保つ心

構えとしての言葉として、「２本の足は、２人

のお医者さんだ」とお聞きいたしました。確か

に足は第二の心臓とも言われます。私の周りを

見ましても、毎日散歩や農作業にいそしまれて

いる方々はとても元気で、よき人生を満喫され

ております。 

  そこで、本市の施策でどのようなことがなされ

ているのかお聞きします。 

  一つ、現在の生きがいと創造の事業について、

現状はどのようであるか。そしてまた、今後さ

らなる高齢社会の中でこの事業はどうあるべき

かお聞かせください。 

  また、健康増進についてお聞きいたします。元

気で長生きは、何といいましても健康からです。

その中で、健康課が推奨する取り組みもとても

大事ではありますが、社会教育・体育課の体育

振興との連携を図る対応が今後さらに重要と考

えますが、こういった点から、本市では体育振

興と健康増進の施策をどういった対応で現在な

され、今後どのように推進されるのかをお聞か

せください。 

  結びに、このたびの定例会より議会基本条例制

定に伴う当局からの反問権もございます。市民

の皆様のためになるような施策実行のための議

論を深めるための手法でありますので、安部三

十郎市長、その点も踏まえつつ、品格のある議

会の議論をしたく考えておりますから、遠慮な

く反問していただいて結構ですので、よろしく

お願いいたします。 

  当局におかれましては、明るい米沢市の将来が

描けるような的確な回答をいただけることを御

期待いたしまして、壇上からの質問にいたしま

す。ありがとうございました。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの遠藤正人議員の御質
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問にお答えをいたします。 

  私からは、元気で長生きできるまちづくりにつ

いて基本的な考え方をお答えします。その他に

つきましては部長よりお答えします。 

  米沢市高齢者福祉計画・第５期介護保険事業計

画では、高齢者が生き生きと暮らすまちづくり

の推進を基本理念に掲げ、高齢者が人としての

尊厳を維持し、住みなれた地域で元気で安全に

安心して生活が送れるように、地域での助け合

い活動の推進、生きがい活動や就業機会の確保

支援、介護予防の推進に努めているところであ

ります。また、米沢市民健康づくり運動計画で

は基本理念として、健康に感謝し、健康は守る

ものだけではなく健康はつくるものという視点

と、健康であることが人間の社会活動を営むた

めの根源であるとの認識を掲げており、子供か

らお年寄りまで障がい者を含めた全ての市民が、

健やかで心豊かに生活できる活力ある社会の実

現を目指しているところであります。 

  御質問では体育振興にも話が及んでおりますが、

この間の日曜日、ワンデーマーチがありました。

主管は社会教育・体育課でありましたが、「八

重の桜ウォーク」と銘打って、旧会津街道を歩

くイベントでありました。私も教育長と一緒に

参加をいたしましたが、70人を超える参加者の

大半は60代から70代の男女の方とお見受けをい

たしました。 

  その中で、歩いている途中、78歳の男性の方が

私に話しかけられて思い出話をされました。高

校時代に、ですからその方にとってはもう60年

以上前の話でありますが、高校時代に友達十数

人で明け方からこの会津街道を歩いたという話、

そして歩くに至ったさまざまな経過についてで

ありました。歩き終わって白布温泉の旅館でお

昼御飯のときに、実は、その方には奥さんと娘

さん、家族の方お二人も参加をされていたので

すが、その方々から、うちのお父さんが人に話

しかけるというのは非常に珍しいと、ましてや、

さまざまに話をするというのは非常に珍しいこ

とだというお話を伺いました。それをお聞きし

て、人間は、体を動かして、そしてたくさんの

方々の中で楽しい雰囲気になると、ふだんはな

かなか出てこないような行動を起こされるんだ

ということを実感いたしました。60代、70代の

方々が元気にこのイベントに参加をされ、そし

てその中で、ある方がそのような行動をとられ

たというようなことから、やはり「健康はつく

るもの」という観点からさまざまな事業を展開

していって、そして市民の方々が気軽に参加し

楽しい一日を送る、そういうようなことが極め

て大事だという認識をした一日でありました。 

  そのことをつけ加えて、私からの答弁といたし

ます。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

  〔加藤吉宏建設部長登壇〕 

○加藤吉宏建設部長 私からは、１番目の水路・流

雪溝の整備についてと、２番目の（３）用地と

道路整備についてお答えいたします。 

  初めに、水路・流雪溝の整備についてでありま

すが、現在要望をいただいている水路・流雪溝

の整備に関する件数につきましては、６月１日

現在で市内各地区から水路整備が114件、流雪溝

整備が83件となっております。そのうち今年度

は新規・継続合わせて水路２件、流雪溝を10件

整備する予定であります。特に最近は、以前維

持管理されておりました素掘りの水路が離農に

より荒廃したり、宅地化や舗装化などの影響に

よる水あふれ被害に対する水路整備の要望が増

加してきております。また、流雪溝整備につき

ましても冬期間の除排雪の有効な施設整備とし

て要望も多く、水路同様に整備が追いつかない

状況となっているところでございます。 

  このような要望に対する整備計画につきまして

は、まず要望をいただいた箇所の現地調査を行

い、要望に沿った整備が可能かどうか検討した

上で緊急性や必要性、効果などを勘案し整備順
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位をつけまして、まちづくり総合計画の水路整

備や流雪溝整備計画に組み入れ、年次計画で整

備を進めているところであります。いただいて

いる要望に対し整備が追いつかない状況となっ

ておりますが、限られた財源の中でありますの

で、引き続き有効な補助メニューの活用や効果

的な整備に一層努めるとともに、関係課と連携

をし、少しでも早く要望にお応えできるよう努

力してまいりたいと考えております。 

  次に、用地と道路整備についての御質問のうち、

現時点では用地というもの決まってございませ

んので、都市計画道路の整備計画についてお答

えいたします。 

  都市計画道路石垣町塩井線と市街地環状線を形

成する主要幹線道路として県に早期着工を強く

要望しております都市計画道路万世橋成島線は、

ともに市街地交通ネットワーク化を推進するた

めの重要な整備予定路線でございます。東北中

央自動車道の開通に向け、市街地の道路ネット

ワークの構築は、市街地の交通処理を円滑にす

るとともに、高速道路の整備効果をさらに高め

る重要な要素であります。交通量の変化などを

考慮しながら、道路構造などについて調整を図

り慎重に検討していく必要があると考えており

ます。このため、石垣町塩井線の整備につきま

しては、万世橋成島線の整備計画と歩調を合わ

せることが必要でありますことから、地域の御

要望もお聞きしておりますが、先行して石垣町

塩井線を整備することは難しいものと考えてい

るところでございます。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私からは、南地区中学校建設に

向けての中の３項目についてお答えをいたしま

す。 

  （仮称）南地区中学校の建設予定地につきまし

ては、まだ白紙の状態であります。今後、該当

地区に対し地元代表者協議会を設置しながら、

話し合いを行っていきます。その話し合いの中

でいろいろな御意見や御要望をいただきながら、

最終的には教育委員会で決定していく方針であ

ります。 

  建設予定地が決定した場合、多くの生徒が通学

路の変更となりますので、関係者による通学路

の点検等を実施し、生徒が安全に登下校できる

よう、歩道の整備など必要な対策を関係機関と

ともに進めてまいります。 

  また、熊対策につきましては、熊はその行動予

測が大変難しく、抜本的な予防策を講じること

も極めて困難であります。このため本市では、

熊の出没時における迅速な情報発信が重要と考

え、環境省や山形県の熊に関するマニュアルを

参考に、目撃等情報が寄せられた場合は速やか

に出没地区のコミュニティセンター、小中学校

へその情報をお知らせしているところでありま

す。コミュニティセンターには地区内の関係施

設への情報提供や広報車による地区住民への周

知もお願いしております。 

  また、出没地区のパトロールを米沢猟友会や警

察と実施することで通学路等の安全確保に努め

ているところであります。さらに出没場所付近

に注意喚起の看板を設置することで、周辺住民

の方々のみならず、不特定多数の方に対する注

意喚起にも努めております。 

  本市といたしましては、今後とも、被害防止に

関する事前の啓発を初め、目撃情報等が寄せら

れた場合の初動体制に留意し、付近の小中学校、

コミュニティセンターほか各関係機関、団体等

と連携をとりながら、通学路における熊の被害

防止に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、スクールバスの運行についてですが、

（仮称）南地区中学校は広範囲な学区となりま

すことから、通学手段の確保は必要不可欠なも

のと考えております。スクールバスの運行基準

につきましては、遠距離通学の基準を適用した
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場合中学校では６キロメートル以上となります

が、道路事情や冬期間の積雪を考慮した場合、

６キロメートル未満であっても運行は必要なも

のと考えております。 

  なお、建設予定地を確定した後には、スクール

バスの運行基準のほかに開校まで決定しなけれ

ばならない多くの案件、例えば校名であったり、

校章、校歌、制服、教育目標、あるいは開校記

念事業など、その他さまざまなことが予想され

るところであります。それらの案件につきまし

ては、地元代表者協議会とともに関係者による

開校準備会等を設置し、諸問題を協議しながら

解決や決定を行っていく考えであります。 

  次に、通学路におけるＪＲ踏切の増設の件であ

りますが、建設予定地が確定していない段階に

おきましては踏切の新設の必要性についても明

確化できないところでありますが、この件に関

しＪＲに確認しましたところ、安全上の観点か

ら、会社の方針として踏切の新設は行わず、む

しろ減らしていくことが基本的な考え方である

というふうに伺っております。このことから、

踏切を新設することは極めて難しいと思われま

すが、生徒の通学の安全確保を優先に対応策を

講じる必要があると考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

  〔菅野智幸健康福祉部長登壇〕 

○菅野智幸健康福祉部長 私からは、元気で長生き

できるまちづくりについて、最初に生きがいと

創造の事業につきましてお答えいたします。 

  生きがいと創造の事業の現状についてですが、

この事業は、高齢者が持つ豊かな経験と知識、

または趣味や研修を通じて取得した技能を生か

し、参加した仲間とともに意欲的に創造活動や

生産活動を行うことによって老後の生きがいを

より一層高め、心身の健康と潤いのある生活の

実現を図る目的で高齢者を対象に行っている事

業であります。現在、陶芸、籐づる、木彫、園

芸、手芸、水墨画、日本画の７つの部会があり、

各部会ごとにそれぞれ活動を行っているほかに、

年１回の合同展示会を開催しているところであ

ります。この７つの部会の合計会員数は130名で、

近年横ばいの状況にあるところであります。 

  次に、今後、さらなる高齢社会の中でこの事業

はどうあるべきかについてですが、今後の高齢

化社会の中で、高齢者が生きがいを持って社会

とのかかわりを失うことなく生き生きと活動し

ていただくことが重要であり、生きがいを持つ

ことにより介護予防にもつながると考えており

ます。そのためには、ますますふえる高齢者に

対しまして事業の周知が必要であると考えてい

るところであります。 

  そこで、会員の作品を市の高齢福祉課窓口に常

設展示するなど、市役所を訪れる高齢者にもこ

の事業に対し興味を持っていただくような取り

組みを行っているところであります。今年度は

木彫部会から高齢福祉課長用の卓上プレートを

作成し寄贈していただくなど、高齢福祉課の職

場に木のぬくもりのあるプレートがあることで

雰囲気もよくなり、これもＰＲの一つになって

いると感じているところであります。また、皆

さんプロ顔負けの技術を有していらっしゃいま

すので、その技術をこの会の新規加入者や地域

の高齢者サロンなどに講師として伝承するよう

な取り組みも今後必要であると考えているとこ

ろです。今後も創意工夫を行いながら、生きが

いと創造の事業の充実に努めてまいりたいと思

います。 

  次に、健康増進について、健康福祉部につきま

してお答えいたします。 

  現在の高齢化社会の中、皆さんが元気で長生き

できるように支援することは重要な課題の一つ

と考えております。健康課では、運動などを継

続的に取り組むことによって要介護状態となら

ないようにするため、介護の一次予防として介

護予防教室を実施しております。これは市内８
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カ所の事業所に委託し年33回開催しており、延

べ1,000人の方に参加をいただいております。ま

た、介護予防番組や各地区のふれあいいきいき

サロンの支援を行い、体操や体を動かす習慣づ

くり、閉じこもり防止にも努めております。あ

わせてさまざまな機会を利用し、タンタンタッ

チ体操の軽運動の普及を図っているところでも

あります。 

  また、運動習慣は若い世代からの意識づけが重

要であり、高齢者を対象とした事業が多くなっ

ている中で、はつらつ運動コース事業では20代

から40代の方を対象に運動習慣を身につける内

容を実施しております。 

  また、現在、乳幼児期から高齢者までの健康増

進や市民の健康づくりのため、身体活動と運動、

栄養と食生活、そして生活習慣病予防などの７

つの領域を掲げた米沢市民健康づくり運動計画

の次期計画を作成しているところであります。

この計画策定におきましては、社会教育・体育

課や学校教育課などの関連課と連携を図りなが

ら進めているところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

  〔神田 仁教育管理部長登壇〕 

○神田 仁教育管理部長 私からは、元気で長生き

できるまちづくりについてのうち、体育振興と

健康増進についてお答えいたします。 

  平成23年８月に施行されましたスポーツ基本法

の中では、スポーツを通じて幸福で豊かな生活

を営むことが人々の権利であるとし、また、ス

ポーツは心身の健康の保持増進にも重要な役割

を果たすものとの基本理念を提示しております。

本市もこの理念に沿って、健康や生きがいづく

りの観点からも運動、スポーツの推進を図って

いくべきものと考えております。 

  特に体育振興におきましては、誰でも、どんな

年齢の方にでも手軽に楽しめる運動、スポーツ

の場を提供し、健康増進を図ることのできる事

業の一つとして、米沢鷹山大学のメニューの中

でも、本市体育協会に加盟する競技団体の御協

力を得て、硬式テニス、ソフトテニス、ニュー

スポーツ、ラージボール卓球、バドミントン、

弓道の６コースのスポーツ教室を開催しており

ます。この教室は初心者の方でも気軽に低料金

で受講できると好評いただいているところです

ので、今後も継続してこのような事業を開催し

てまいりたいと考えております。 

  また、先ほど健康福祉部長からの答弁にもあり

ましたが、現在健康課が中心となって米沢市民

健康づくり運動計画を策定中でありますので、

その中でどう連携を図っていくかも含めて検討

しているところであります。今後もスポーツ事

業を行う上で、市民ニーズの情報収集や市民へ

のＰＲ、募集方法について、これまで以上に健

康課など関係課との連携を密にし、市民の健康

増進を図り、元気で長生きできるまちづくりに

つなげてまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） ありがとうございまし

た。 

  本日は３日目の質問になります。１日目、２日

目、３日目午前中と、市内の市民の皆様に対す

る御要望や大切な御指摘を各議員の方が的確に

質問されているなと思いまして、私も勉強にな

りました。若干私の前の議員の方と重なる部分

もありますが、切り込みをちょっと変えて御質

問させていただきますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

  水路と流雪溝の整備についてであります。計算

しました。差し引き、結果的に185件ですね。今

残るという話で。それで、では、これを10件そ

こそこでやったら何年かかるんですかと。毎年

12件、15件減らして、ではまた10件、20件、こ

れどうするとこれなりますかと。先ほど壇上か

ら訴えしましたけれども、母なる川「最上川」
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の上流、御入水からずっと堀立川に来るまで、

先は堰組合があって、途中市道敷きの水路があ

って、また堰組合があって、県道脇あって、今

度また市道来て、ずっと行くわけです。その管

理者、水の管理者とかあるいは道路の管理者、

それぞれ違いますけれども、その水は同じなん

ですね。それで、水量の関係も先ほどの議員の

方の質問の回答にありましたけれども、やっぱ

り上流部は少ないと。だったらこれを有効に活

用したい。どうすればいいかという話なんです

ね。 

  私、先般なんですけれども、知的財産を持ち、

今特許としてされているＵ字溝といいますか、

水路の、私、溢水の問題をちょっとお聞きした

いんですけれども、先日、ＪＲ構内をちょっと

線路をのぞかせていただきました。大雪が降り

ますと米沢のＪＲ駅、新幹線来ますからどうい

う除雪しているかというと、機械除雪ではない

んですね。脇に水路があって、そこに人でばっ

とするわけです。そうすると、冷えたさらさら

の雪を入れると通常だとあふれるんですよ。と

ころが、あふれない施工があるんです。それは

御存じなんでしょうけれども。駅前、何丁目で

しょうか、東何丁目でしょうか、ちょうど相生

橋東、121号線、舟山病院さんとこちらの布団屋

さんのところにもう既に県の事業で、あと市の

事業でしているのがありますけれども、要は水

が流れないと、幾らかでも流れないと雪で水が

あふれてしまって、それで溢水という大変なこ

となわけです。そこで、先ほどの特許といいま

すか知的財産、先般の山形新聞で載っていまし

たけれども、朝日町でこれは大変有効だと。も

う実施されているんですけれども、パネルを入

れて、水流の分を確保すると。ただ、それもご

みの詰まりやら何やらでちょっといろいろある

そうなんですけれども、さらに発展的なんです。

いわばＵ字溝の側面を削ってのパネルだと大変

有効なんだと、そういうことの御提案も私いた

だいております。そういったことは市当局土木

担当の方、あとは置賜総合支庁の道路計画の方

がもう十分承知なんですけれども、一部入って

有効だ。あと別な有効な方法もあるなんていう

ことも聞きますけれども、そういった建設につ

いてはどうなのか、当局の方、御見解をお聞か

せいただけますか。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

○加藤吉宏建設部長 今議員仰せのシステム、既存

のＵ字溝の中に一つの部材といいますかパーツ

を入れて、投雪が多くても水が流れるその装置

を設置するというようなことでＰＲもいただい

ておりますし、技術的なパンフレットもいただ

いております。そして、市内においても今議員

仰せのとおり数カ所、その部分の設置を試みて

いるところもございます。確かに流水によって

有効な状況がございますが、もう一面、やはり

きれいな水が一年中流れてくるというものでは

ないものですから、ごみの詰まりとか、そうい

うふうな別なための課題もあるようでございま

す。ただ、有効な形であるというふうなことは

実証されているというふうに聞いておりますし、

実際に今米沢市内、仰せのとおり何カ所か使用

されておりますので、そういうふうな部分もこ

れからも我々も研究しながら、取り入れられる

ものは取り入れていきたいものというふうに考

えております。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） ありがとうございます。 

  先ほどちょっと言葉足らずだったんですけれど

も、ＪＲ構内の、私も言いましたけれども、そ

こにもちょうど入っていまして大変有効だとい

うこと。もうＪＲさんでも採用されている工法

なんですね。今の要望、現時点で今年度185件と。

これを全てするのに何年かかると。ところが、

そのプレートをすると入れかえなくしてできる

ということもありますので、ちょっと御検討い

ただいて、有効な場所にはタイムリーな整備と
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いいますか、入れかえじゃないです。ちょっと

維持工事でできるんじゃないかと私思いますが、

そんな簡単なものじゃないよというのであれば、

現状を見ていただいて、優先順位を決めていた

だいてしていただきたいということで、総合計

画の中でどんどん要望箇所が減っていくという

ことをお願いしたいと思います。これは要望で

結構です。 

  では、続きまして、盛りだくさんなものですか

ら、次に進ませていただきます。 

  ２番の（仮称）南地区統合中学校の建設につい

てお尋ねいたします。 

  これはなかなか難しいといいますか、今、現時

点なものですから議員がとやかく言ってしまう

とせっかくの当局案が崩れてしまうなんてなる

といけませんから、私はここで申し上げます。

綱引きは一切いたしません。そうではなくて、

代表者会があって、各地区で要望があってまと

めると。だけど、ある程度一定の物差しがなけ

れば、どうするのと、どこにできるのというこ

とにもなるわけです。例えばＪＲの泉町と福田

踏切の間だって、確かにそういうＪＲのことは

ありますけれども、当初の南部区画整理事業の

ときはそこをどっと上を通すとかでいろいろな

大規模な夢のある計画があったわけです。それ

が残念ながら残念な結果になったわけですけれ

ども、このたびの統合中学校建設をすることで、

南方面の新たなまちづくりができるわけです。 

  ちょっと少し昔語りをさせていただきます。私

は第二中学校出身なんです。興譲小学校出身の

第二中学校出身です。それで１年間今の城西に

あった旧の第二中学校に通いまして、２年、３

年と林泉寺、今のある現第二中学校で学ばせて

いただきました。そのときも体育館だけは先行

して出たものですから、木造だけの校舎で卒業

された方、議員の方にもいらっしゃいますけれ

ども、多分体育館は使われていらっしゃると思

います。ですから、このたびの第四中学校も頑

張っていただきたいんですが、その中で、あの

当時林泉寺へ行きますと、直線の道路でどこか

と言うと、山大工学部前とあとは今の林泉寺の

市営住宅。あそこの市営住宅もまだ建てかえな

っていませんでしたが、愛宕地区の古志田まで

の半鐘までの直線しかなかったんです。あの環

状線なかったんです。ところが、今20数年たっ

て、もう見る見るうちに町の形成が変わりまし

て、中学校の周辺には病院があったり、スーパ

ーがあったり、本屋があったり、コンビニが出

て、サウナも出て、もう全然まちの形成が変わ

ったわけなんです。すなわち、学校づくりによ

ってまちづくりができるわけですよ。これが大

局的な見方なものですから、個別の踏切できま

せん、何はできませんでなくて、私ちょっと要

望したいのは、今回の統合中学校の建設に当た

っての内部のプロジェクトチームをつくってい

ただけないかということなんです。これはどう

いうことかと言いますと、大規模、何万平米の

土地、農地、単に農地とかかかった部分を農地

転用とか農振のほうにするとなれば、これは農

林水産大臣の許可が出なければいけない。この

辺だと東北の農政局へ行って許可もらわなけれ

ばいけないわけです。いや、そういった苦労が

あるもので、なかなかなんていうものではない

んですよ。もし有効な土地があって適正なとこ

ろがあるのであれば、そういったところも含め

て、じゃインフラ整備をどうしましょうかと。

そのときは、与党系の議長がいらっしゃるわけ

ですから、市長がともに大臣に行けるように何

とかともに手つないで行きませんかとか、そう

いったともの行動を私すべきだと思うんですよ。

そうでないと事が進まない。 

  ある言葉にね、「タイム・イズ・マネー」とい

う言葉があります。私は「スピード・イズ・サ

ービス」だと思うんです。最近なんですけれど

も、マーケティングの専門家のフィリップ・コ

トラー先生の「社会が変わるマーケティング―
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民間企業の知恵を公共サービスに活かす」とい

うのをちょっと読みました。やっぱりこれは顧

客満足度なんですね。私、スクールバスのほう

でちょっとお聞きしますけれども、先ほども前

の議員の方が地域公共交通のあるべき姿につい

て聞かれているわけです。じゃバス準備しなけ

ればいけないね、じゃデマンドタクシーしなけ

ればいけない、これどうしましょうかと。路線、

関根の話とか出ましたけれども、だったら、こ

れスクールバスをぐるっと回すんであれば、市

民の方も一緒に乗れるような循環バス的なそう

いった発想も十分検討して、全国的にはそうい

った自治体もあります。そういったところを取

り入れて、一面的な解決じゃなくて総合的なバ

ランス、グローバルな俯瞰的なところでしてい

ただきたいということです。 

  それで、その点についてどうなのかちょっと教

えてください。そういった考えとか基本的にあ

るかということ１点と、あとはプロジェクトチ

ームについて、市長、どのように考えているん

ですか。教えてください。 

○島軒純一議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 スクールバスについてお

答えをしたいと思います。 

  今、私どもも先進地区のいろいろな統廃合等を

している町にいろいろ勉強させていただいてお

りますけれども、スクールバスを導入している

地域では学校専用のスクールバスを走らせてい

るところもあれば、今議員お述べのとおり、市

民の方も朝子供たちと一緒にバスに乗ってとい

うようなそういった地域もございます。この南

地区の新しい中学校建設に向けてどういった形

だとまず子供たちが安全に安心して通学できる

のか、また、その地域の方々のためにどういう

ふうにそういったスクールバスも役立てていけ

るのか等々を総合的に検討して、地域の方とも

相談しながらよりよい方法を模索していきたい

というふうに思います。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 学校の統合新設に伴って市民の

方の足の確保という問題も解決を図っていくと

いうようなアイデアは、非常に貴重なアイデア

だというふうに思いますので、御意見として承

っておきたいと思います。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） ここで、当局の回答の

中で「難しいです」「難しいです」、二つ三つ

出ましたけれども、そう言われて、私、やりが

いがあるなと、一丁やっちゃおうかと。ここに

米沢市の都市計画なんていう冊子がありまして、

上杉鷹山公がありますね。後ろのほうに「なせ

ば成る なさねば成らぬ 何事も」なんてあり

まして、これは困難なところに立ち向かうと、

絶対この計画はやり抜くんだというそういった

詰まったこのエキスだと思うんですよ。そろそ

ろこういった計画の見直しもありますでしょう

から、どんどんしていただきたいです。 

  そこでちょっとお尋ねしたいのは、昨日の議員

の中で歩道の問題とかお出しになっていました

よね。きょうの段階では、都市計画道路石垣町

塩井線は万成線よりも先はちょっと困難だと。

であれば、これはなかなかデリケートなもので、

県の事業と兼ね合いありますけれども、だった

ら、統合中学校をするときに、最初は農地のと

ころであれば農免道路とか市道をつくって、そ

れの拡張、16メートルか18メートルやっておい

て、それで時が来たらつなぐような知恵といい

ますか、そういったところもあってもいいんじ

ゃないでしょうか。現時点、南原地区の森林組

合からずっと関根、三沢、立沢、そして万世町

桑山に向かう道路、あそこは今市道になってお

りますが、当初建設のときは県が建設した農免

道路だったんです。それを返還させて市道にし

て、循環といいますか、アクセスをするように

なって、そういったうまい手法をされています

ので、そういった手法もぜひ知恵の中に入れて
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いただきたいと思うんですが、どうでしょうか。

わかりましたら教えてください。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

○加藤吉宏建設部長 今議員仰せの建設予定地、県

が確定するに至った状態になれば、当然その周

りのインフラ整備というのは当然必要になって

きます。道路整備もそれに合わせてしていかな

ければならないことは承知しておりますし、当

然のことというふうに思います。 

  一方では、位置がどこだかまだはっきりしてい

ないわけでございますが、それに合わせて今あ

る都市計画道路の将来の姿とラップさせるとい

うか、構想的な部分も含むというのは、当然計

画段階で意識しながらしていかなければいけな

いものというふうに思っております。ですので、

将来的にそれがつながる、結果的につながると

いうふうな部分はあるかもしれませんが、イン

フラ整備として市内からどういうふうにアクセ

スするか、その地域に対してどういうふうに利

便性を持たせるかというのを最初に考えて整備

計画を立てる必要があるというふうに思ってお

ります。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） では、少し細かいとこ

ろを包括してお聞きします 

  スクールバスの件、話しました。熊の件も話し

ました。数年前ですけれども、残念なことに、

高校生が夕方、ちょっと嫌な事件がありました

ね。これ、そういったこともあったから今ＬＥ

Ｄのことでどんどんやりましょうという話をし

て、このたびの補正予算で1,500万円なんかつく

なんて話があって本当にありがたいなと思って

いますけれども、だけど、それについても計画

性がないんですよね。市民の方にお任せして、

要望を手挙げたら早い順でつけますよと。それ

違うんですよ。ちゃんとこの部分はちゃんとし

なければいけないと。地域のまちづくりはやり

ますから、これコンパクトじゃない、周辺の話

ですよ。町内と町内の距離があると、どうして

もそこのところ暗いなというのであれば、先に

入れる。これは市のほうがリーディング的につ

けて、それで両方の町内どうですかというその

ちょっと後押しがあってもいいような気がしま

すけれども、そういった点も含めてちょっとお

聞きしますけれども、用地ができて、用地が年

度末に決まって、そして来年いったときに、だ

から、できてから考えますでは私遅いと思うん

ですよ。高畠町の統合中学校の用地は、道路沿

いに「統合中学校建設予定地」とでっかい看板

があって、どんとあるわけですよ。ああ、ここ

にできるんだと、じゃあここでまちづくりをど

うするんだって隣町はやっていますけれども、

そういったまちづくりをしないと、だったら通

学、今のＬＥＤだって、今からこうして安心で

すよと、遠くたって大丈夫ですよと、そうしな

ければいけないと私思うんですよ。その点につ

いてどうか、教えてください。 

○島軒純一議長 赤木市民環境部長。 

○赤木義信市民環境部長 ただいまの御質問の中に、

町内と町内の間の街路灯というふうなことで御

質問ありましたので、町内と町内の間、いわゆ

る街路灯空白区域というところについては、街

路灯設置の要望についてはこれまでも要望をい

ただいているところでございます。市としまし

ては、事件や事故の未然防止と安全・安心の確

保という市民の要望に応えるために、ＬＥＤモ

デル事業ということで平成23年度から25年度ま

での３カ年で実施しております。 

  この事業のアウトラインですけれども、まず、

場所の選定につきましては、米沢市防犯協会の

各支部から候補地を推薦していただきまして、

その中から市内数カ所をモデル地区に選定し、

市がＬＥＤ街路灯を設置しているものでござい

ます。この事業につきましては今年度が最終年

度ということになります。ただ、通学路の安全

確保につきましては本当に重要だなというふう
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に思いますので、各地域の御要望を踏まえまし

て、まちづくり総合計画の第５期実施計画策定

の中で継続実施できるように検討していきたい

なというふうに考えているところでございます。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） 自助、共助、公助とあ

りますけれども、自分たちでしなければいけな

いもの、地域でするもの、公的にするものとあ

るわけです。そういったところ、例えば電気代、

本当に細かい話かもしれません。そうじゃない

んですよ。やっぱりそういったところの気持ち

を先に発信しないと、これ市民の方に伝わらな

いと思うんですね。ぜひこの件に関しては市で

負担していただきたいという思いもありますが、

このことは要望でとどめておきます。 

  時間の関係上、この続きにつきましては、また

今後いろいろな議員さんも質問されるでしょう

から、それにあわせて私もちょっと勉強させて

いただいて言います。学校の関係は。 

  そこで、次に移らせていただきます。 

  元気ですね、以前の代表質問のときは「ぴんぴ

んころり」なんていう大変失礼な言葉を言った

んだけれども、やっぱり元気ではつらつと、よ

し、頑張っていこうという思いがあるんです。

ワンデーマーチ、これいいことだと私思います。

大変いいし、あと、生きがいと創造事業でこの

間大沼デパートへ行ってきた。作品展示会をや

っていました。あれ大変よかったですね。私も

陶芸やってみたいなと思ったんですよ。 

  ところで、お聞きします。生きがいと創造事業

の部会があります。これ年齢制限とかいろいろ

規約があるんですけれども、私やりたいという

とき、これやれますかね、陶芸。お聞きします。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 生きがいと創造の事業に

つきましては、高齢者の方の生きがいと創造と

いうことを最終的には目的としておりますので、

その対象としております方につきましては60歳

以上の方というふうにしているところでござい

ます。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） ７部会の全ての個別案

件をしたら半日あっても時間ありませんので、

一つだけ包括させていただきます。 

  木彫部会、園芸部会、手芸部会、陶芸部会、籐

づる部会、これは墨絵ですか水墨画、あとは日

本画部会とあります。この中ですぐに道具を買

ってできるというのはあります。けれども、な

かなかできないというのは陶芸部会だと思うん

です。これ何でかと言うと、粘土は安いですよ。

だけど、焼かなきゃいけない。窯。焼いたとし

てもひびが入ったり、うまくやるとすると何回

もやらなきゃいけない。窯だってとんでもない

あれですよね。今現時点ですこやかセンターの

３階にあります。将来的なことも考えて今どう

するか当局で考えていらっしゃるようですけれ

ども、じゃ定年過ぎてからろくろを回しましょ

うと言っても、私は違うと思うんですよ。大体

50前後で、それなりの仕事、サラリーマンやっ

て充実してきて、毎晩酒ばかり飲んでいるのを

やめて、スポーツでも何か趣味やろうかと。そ

ういったときに、陶芸やってみたいと、熊本の

元殿様の総理なさった方が今度雑誌に載ると、

ああ、私も将来やってみたいなと。だけど、議

員やめてからでは遅いんですよ。今からちょっ

とやったり、あるいはちょっと盆栽をさせても

らったりとか、いろいろと趣味を持ちながらや

らなきゃできないんですよ。だったら、人をふ

やす。どうするか。やっぱり中身を変えて、だ

けど、現役で働いている遠藤さんだったら応分

の負担、ガス代出してくださいよと、そのかわ

り年齢的なところでしますよと。そして人数を

確保するとか、そういったちょっと知恵を出し

ていただいてすれば、人数の確保といいますか。

私が新しい新文化施設で発表したいとそこまで

は思いませんが、せめて何か趣味ないかなと、
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私本当に趣味のない人間なものだから、そうす

ると人間の器の広さもできないから何かやりた

いと思いますけれども、そういった考えの、私

みたいなのは60過ぎまであと11年待ってくださ

いじゃちょっと寂しいと思うんです。何かそう

いう知恵とか、今後検討できないでしょうか、

教えてください。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 確かに議員仰せのとおり、

定年過ぎてからなかなかできないものがあると

いうふうなお話、これは確かに理解できるとこ

ろでございます。ただ、この事業につきまして

はあくまでも高齢者の方向けということにして

ございますので、やはり60歳以上の方というこ

とで対象にさせていただきたいと思います。 

  お話のとおり、年齢を下げてという部分もござ

います。今現在、高齢者の方のさまざまな趣味

の動きというところを高齢福祉課などでもいろ

いろ見させていただいているんですが、そうい

った年齢の垣根というものはなくなってきてい

るなというふうな正直な感想はございます。じ

ゃあそれはだったらどうなるかということなん

ですけれども、これにつきましては、今現在教

育委員会のほうで、米沢鷹山大学のほうでさま

ざまなサークル情報ということで集約してござ

います。こちらのほう当然社会教育というふう

な切り口でございますので、そちらのほうを活

用していただければというふうに考えるところ

であります。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） 部長、ずばり言ってく

ださいよ。遠藤君は陶芸じゃない、スポーツな

んだと、その腹引っ込めろと言っていただきた

いんですね。じゃあ今先ほどの回答の中で、体

育協会関係の要望があると回答がありましたけ

れども、要望というか、そういったいろいろあ

るということですけれども、今、体育協会から

いろいろな要望があると思いますけれども、こ

れ私もどこが云々とフォーカスした話じゃなく

て、卓球やってみたいなとか、ソフトテニスや

ってみたいなと、ちょっとできそうだなと思う

ときに、その導入部分といいますか、きっかけ

づくり。パークゴルフも、だけどパークゴルフ

場どこかなとかそういったことも、そのきっか

けづくりのアピールが必要だと思うんですけれ

ども、その件について教えていただけませんか。

どのようになっているか。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 スポーツに対するニーズ

というのが非常に多い、多種目にわたって多い

要望がございます。そういった中で、やはり教

育委員会といたしましてもハード整備のみなら

ず関係備品等の整備等についても順次年次的に

図りながら、多くの方々がスポーツに親しめる

ようなＰＲ、方法について、今後もいろいろな

角度から研究してＰＲしてまいりたいと考えて

おります。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） 時間も押し迫っていま

すので要望にとどめておきますので、各種団体

さんからの要望があったら、そこは推進できる

という意味合いでがちっと受けていただきたい

ということをお願いします。 

  最後に、安部三十郎市長にお聞きしたいんです。

安部三十郎市長は興譲館高校の移転について反

対だったんじゃないかと私思うんですよ。何で

ですか。その理由一つと、今の興譲館高校の学

力の関係や何やらあるわけなんですけれども、

これは教育環境の整備があるんです。私、一番

は、通学時間がかかる。距離じゃないんですよ。

時間かかる。だから、置賜管内から集まってい

た生徒さんが、今長井であれば地元でいいやと。

そうしたら地元の進学校がぐっと伸びて、じゃ

南陽市の人はどうかというと、いや、１時間以

内だと山形へ通えるから山形の高校に行きまし

ょうかという話で、ぐんぐんぐんぐん。これを
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Ｖ字回復するためだったらどういう施策をする

か。私だったら今度の南地区……、個人的な意

見ですよ、個人的な。南地区統合中学校の１ク

ラスくらいは附属中学校にして、中学校と高校

の一貫でそのままどんと首都圏の私立の高校に

負けないくらいの学力をつけたらどうかなって、

これは個人的に私思っているんですけれども、

そういった市長の以前のお考えがあるんであれ

ば、今回の南地区統合中学校についてはもっと

思い入れをして、踏切の一つや二つつくるばか

りじゃなくて、もっと総合的などんとした後押

し策も出さなきゃいけないと思うんですが、ど

うでしょうか。最後にお聞きします。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 確かに御質問のように、興譲館

高校の移転については反対運動をいたしました。

理由は、これは今でも考え方は変わっていない

のですが、子供たちは町から離れたところにぽ

つんと学校があってそこで教育するというより

も、町なかで教育をして、町なか、まち自体を

自然環境をよくしていく。あるいは自然環境だ

けでなくて町なかにさまざまな文化的な刺激の

ある工夫、いろいろな施設とか、あるいはイベ

ントとかさまざまあると思いますが、そうやっ

て町なかで育てることのほうが望ましいという

そういう考えを当時持っておりましたし、今も

そういう考えでいるわけですが、そういうこと

から、当時、今でも大体似ていますが、何もな

いところにぽつんと学校が建って、そこに子供

たちが通うというのは決してプラスではないと

いう考えから反対運動をしました。 

  そして、それが今の統合中学校についてまたつ

ながりがあるかどうかについては、ちょっとこ

の場でいきなり御質問いただいてもよくお答え

できませんので、お答えできるのは、とにかく

統合中学校をつくる場合にも教育条件の整備と

いうことには十分に意を用いていかなければな

らないというふうに思っていることだけお話を

したいと思います。 

○島軒純一議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） 最後になりますが、南

原地区が合併する前に南原村でした。その昔の

偉大なる政治家に大竹倉次さんという村長さん

がいらっしゃいました。その方は会合のたび、

「私は吾妻の山に道路を引きますよ」と。なに、

村長、そがなこと言ったってなんね、なんねと

言われていた。ところが、今ちゃんと、30年代

自衛隊のお力をかりながら、40年代ですか、ス

カイバレーができている。やっているんじゃな

いですか。政治家は信念を持って、やると思っ

たら時がたったらとそんなじゃなくて、あのと

きの信念と今の信念変わりなくて、今回の目の

前のチャンスのときぐっと推進する。それが首

長じゃないですか。 

  この一言を言って終わりにします。ありがとう

ございました。 

○島軒純一議長 以上で11番遠藤正人議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 

午後 ０時０５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時００分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、喜ぶべき高齢化社会に向けて、17番渋間

佳寿美議員。 

  〔１７番渋間佳寿美議員登壇〕（拍手） 

○１７番（渋間佳寿美議員） 一新会の渋間佳寿美

です。議員任期４年のうち半分が過ぎました。

後半戦スタートして、議会構成も変わり、心も

新たに臨んでいきたいと思っております。一方

で、変わらずに引き続き提案型の質問、あるい
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は根源的、根本的な質問を展開したいと、そう

いうふうにも思っている次第であります。 

  きのう来言われていることでありますが、今議

会から反問権、当局による反問権が認められる

ようになりました。もとより、反問権を求めて

きた私でありますけれども、ぜひこの機会に大

いに使っていただきながら、実りある議論にし

たいと思っております。 

  このたびの私の質問は、喜ぶべき高齢化社会に

向けてということであります。 

  厚生労働省は本年、日本全国の平均寿命は男性

が79.59歳、女性が86.36歳と発表しました。男

女平均で83歳は世界一であり、ここ20年ほど日

本は長寿世界一を誇っております。 

  不老長寿は古来より人類最大の願いであり、秦

の始皇帝など、権力の座にある者が不老長寿の

薬を求めていた話は洋の東西を問わず世界中に

あるほどです。今、日本は相当程度に人類の願

いを達成しているのであります。不老も進みま

した。医学、栄養学、生活環境の改善による影

響や、老眼鏡、義歯、補聴器などさまざまな外

科的補強で「老い」を補えているのであります。 

  しかしながら、世の中の風潮は、長寿社会が希

望にあふれ喜びに満ちているようには見受けら

れません。どちらかというとマイナスの印象で

捉えられがちであります。高齢化についてテレ

ビの報道ではよく、生産年齢層、いわば若い人

がかつては10人くらいで１人の高齢者を支えて

いたのが、今は４人で１人の高齢者を支えてい

て、何年か後は３人で１人を支えるようなイラ

ストで紹介されております。かつて10人で支え

ていた若者は楽々な様子が、一転して、３人で

支える若者は手足が震えいかにも大変そうに描

かれております。そんな報道では、支える側は

厳しそうで未来に希望が持てそうになく、また

支えられる側も迷惑をかけているような、申し

わけないような感覚ではないでしょうか。 

  さらには、長寿を苦労の種のように論じている

学者が少なくなく、悲観論が蔓延しております。

悲観論には、少子高齢化で労働力が減少するた

め、国際競争力が低下し経済が没落するという

ものがあります。また、少子高齢化で医療や介

護、年金など社会保障の負担がかさみ、財政が

破綻するという意見も聞きます。 

  それゆえ、高齢化社会は暗いイメージ、マイナ

スの印象になっているのではないでしょうか。 

  確かに、今までどおりの高齢者観、高齢者像と

いった概念で、施策も変わらなければ、経済低

下も財政悪化もあり得る話です。がしかし、高

齢者の概念を変えれば、将来の予測もがらりと

一変します。将来を見据え、未来は必ずよくで

きるのだという志が必要であり、志があれば発

想の転換や概念の変更に思いが及ぶものであり

ます。 

  発想の転換は、常識となっていることへの疑問

から生まれることもあります。つまり現在の高

齢者は本当にイメージしている老人なのかとい

う疑問です。 

  そこで、まずは年齢による区分から見てみます。

厚生労働省は15歳以上64歳までを生産年齢人口

としております。14歳以下は年少人口、65歳以

上が老年人口としているのであります。しかし

現実は、15歳から生計を立てている人は皆無に

等しく、また65歳以上でもみずから働いている

人が多く、４割の人、データによっては５割の

人が働いている実態があります。 

  65歳以上を老年人口と区分したのは昭和40年で

あり、昭和40年の65歳以上の人口割合は6.3％で

あることからも、50年前の概念の生産年齢人口

というのは今の実態にそぐわない年齢区分にな

っております。 

  もう一つ、高齢化率からも検証してみます。65

歳以上が人口に占める割合、つまり高齢化率が

７％以上を高齢化社会と呼び、14％以上を高齢

社会、21％以上を超高齢社会としております。

現在の日本の高齢化率は25.4％、米沢は26.9％
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ですから、既に米沢、日本は超高齢社会に入っ

ているのであります。 

  これらの比率は昭和31年の国連報告書がもとに

なっており、昭和31年の日本の平均寿命は男性

63.59歳、女性67.54歳ですから、当時の高齢化

の概念とすれば合っていたかもしれません。現

在ではどうかと思いますけれども、国際比較で

使う上では有効と考えたほうが妥当であります。

日本は世界で最も早く最も高い水準で高齢化社

会を実現しており、世界に先駆けて長寿社会の

あり方を示す手本となる使命があると捉えるべ

きです。 

  65歳を区切りに高齢者とするのは既に疑問を感

じるところですが、さらに疑問となるデータが

あります。 

  65歳から平均寿命まで約20年あります。いわば

老後は長いということです。長い老後20年のう

ち、９割が健康で自立している期間となってお

り、１割の期間、介護のお世話になるというこ

とは、米沢も日本全国と同じ傾向にあります。

つまり65歳以上の高齢者は寿命までほとんどの

期間元気でいるということです。実際、高齢者

の身体機能は若返っていることが、歩行速度の

データからも明らかになってきております。し

かも定年後も働きたいという意欲がある人は実

に７割、データによっては８割にも達していて、

就労に意欲を示しているのであります。これは

諸外国と比較しても高い数値であり、日本の特

徴をあらわしております。 

  以上のように、これまでの高齢者像や高齢者観

とは全く違うのが現実の高齢者であり、発想の

転換というより、現実に即した高齢者像、高齢

者観を持たなければならないのは言うまでもあ

りません。端的に言えば、言われている高齢者

とは、大部分の人が長い期間元気で、しかも働

く意欲があり、将来の悲観論を覆す能力がある

ということです。これが本来の現実の高齢者像

であると考えますが、本市の高齢者観、年齢観

といったものをまずお聞かせください。 

  現実の高齢者像を持ち、マイナスの印象だった

高齢化というものをプラスに転じなければなり

ません。プラスに転じる施策を本市は持ってい

るのかどうかもお尋ねいたします。 

  私は、高齢化の課題解決策は、高齢者が働く機

会をふやすのが第一と考えております。もとよ

り、高齢者の就労意欲が高いことはさきに述べ

ました。さらに言えば、ことし４月、60歳の定

年後も希望者全員の再雇用を企業に段階的に義

務づけた改正高齢者雇用安定法が施行されまし

た。これに則して高齢者の就労がふえれば、マ

イナス印象の悲観論の根拠となっていた労働力

の減少による経済低下も社会保障の増加による

財政逼迫も防げるのであります。 

  一人でも多くの高齢者ができるだけ長く社会で

活躍し続ければ、健康の維持増進につながり、

医療機関にお世話になる機会も減るのでありま

す。働くことで年金以外の収入があれば、積極

的な消費者になり、また納税者にもなり、財政

問題にも寄与できるのであります。さらには、

高齢者の社会的な孤立の問題解決にもつながり

ます。いわば支えられる側から支える側になる

ことで、大きな転換になるのです。 

  高齢者に限らず、人は誰でも居場所や出番、言

いかえれば役割があれば生き生きとするもので

す。特に高齢者に当てはまることから、働く場

が必要と考えており、また、そうすることによ

ってマイナス印象の高齢化をプラスに転換でき

るのです。本市として高齢者の就労についてど

う考えているかお答えください。本市の労働観、

勤労観というものがどんなものかもあわせて知

りたいところであります。 

  再度申し上げますが、高齢者の就労の機会の増

加は必要と強く申し上げます。高齢者雇用は長

寿社会の要請であると同時に、少子化で細って

いく労働力や社会保障の担い手となるのであり

ます。そこで、本市が民間を巻き込みながら取



- 195 - 

り組むべき高齢者雇用について具体的に申し上

げます。本市が発注したり委託する事業者の選

定に当たっては、高齢者雇用している企業には

ポイントを付与するなど、何らかのインセンテ

ィブ（動機づけ）をすべきと考えますが、いか

がでしょうか。 

  さて、現在の高齢化率25.4％、米沢で26.9％と

申し上げました。今後は30％台になる日も近い

のであります。このことは何を意味するでしょ

うか。私は、高齢者向けのさまざまなビジネス

市場がますます広がると理解しております。ポ

ジティブに考えたほうがプラスに転じる高齢者

像となるのであります。 

  少子化で売れ行きが先細りになったものにピア

ノがあります。楽器メーカーは中高年向けの音

楽教室を開催したりしております。実際、退職

したらピアノを弾きたいという需要とマッチし、

ピアノが高齢者に売れているということがあり

ます。同様にスポーツ用品メーカーも、新たに

高齢者向けのスポーツ、具体的にはパークゴル

フやグランドゴルフの全国大会を開催し、新し

い需要を生み出しております。出版社も高齢者

向け雑誌を創刊したり、住宅業界も旅行業者も

高齢者をターゲットにして商品やサービスを開

発し活路を見出しているのであります。 

  高齢化を嘆いてばかりいてはチャンスは見えて

こないでしょう。高齢化に果敢に挑もうとする

人や企業、自治体に道は開けるのであります。 

  高齢者市場とは、人口割合にしても巨大であり、

しかも多様化しており、ここに目を向ければ超

高齢社会とは大きなチャンスなのであります。

そこで、高齢者向けビジネスを展開しようとし

ているさまざまな企業のモニター都市に米沢市

がなるというのも一つの考えです。また、市内

企業のものづくり技術を生かし、高齢者向け製

品開発コンテストを行うというのもよいアイデ

アではないでしょうか。ひいては、政府の成長

戦略に有機ＥＬ同様、シルバーイノベーション

として地域振興の計画にのせてはどうかなどと、

高齢化を切り口に夢は限りなく広がるのであり

ます。 

  述べてきた視点を持てば、そして実行に移せば、

超高齢社会はマイナスではなくむしろプラスで

あると感じていただけたでしょうか。 

  続いて、関連して、シルバー人材センターの最

大活用について申し上げます。 

  高齢者の就労機会をふやすよう求めてきました。

本市行政としてどう取り組むのか、答弁はこれ

からなのでわかりません。そこで現在、実際に

高齢者の就労機会になっているのがシルバー人

材センターであり、まずはシルバー人材センタ

ーを最大限活用することを申し上げます。 

  本市行政としても火災報知器の設置業務などシ

ルバー人材センターに委託するなどして活用し

ておりますが、この委託業務を拡大することが

当面の高齢者就労機会をふやす方策と考えます。

本市にその考えがあるかどうかお伺いいたしま

す。 

  これはありきたりの質問です。私としてはもっ

と要求することがあります。さきの６月４日の

山形新聞に、鶴岡市シルバー人材センターがＪ

Ａと協力して、雇用対策として55歳以上の農業

就労を支援する「農業生産就労講習」を初めて

開くとありました。同センターは、「55歳にな

ったら農業で生計を立てる新たなライフスタイ

ルを探りたい」と話しております。求めていた

のはこの姿であります。人材が欲しい農家と、

人材になり得、働く場が欲しい中高年者とのマ

ッチングが成立した形になっております。本市

でも見習うべきではないでしょうか。農業のみ

ならず、さまざまな分野において現場の状況や

情報を知り得る市行政が、シルバー人材センタ

ーとマッチングさせる機能を発揮してもよいの

ではないかと考えますが、いかがしょうかお答

えください。 

  壇上での質問の最後に、重ねて申し上げますが、
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高齢化をマイナスに捉えるのはチャンスを失う

ことであり、むしろプラスに考えなければなり

ません。高齢者の知識や経験を社会に生かすこ

とになれば、経済、財政、社会保障などなど懸

念材料がプラスに転じることにもなるのです。 

  高齢化を悲観するのは、高齢者は哀れな存在と

いうのが前提になっており、小手先、目先の何

らかの「もの」に対する補助金を求めるだけに

なりがちです。あるいは趣味の世界に追いやり

がちです。それも悪くはありませんが、そのよ

うな要請や意見とは次元が違うのがこのたびの

私の質問であり、小手先でない次元の違う答弁

を期待し、壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの渋間佳寿美議員の御

質問にお答えをいたします。 

  高齢化社会の政策立案につきましては、私から

お答えいたします。その他につきましては部長

よりお答えします。 

  まず、高齢者の雇用に関してですが、いわゆる

団塊の世代が退職をして技術の継承ができなく

なっているなど、生産現場を中心として産業界

における高齢者の知識や経験が貴重なものとな

っています。さらに、今後我が国は高齢化がさ

らに急激に進んでいくと見込まれており、人口

減少と超高齢化社会の到来により、社会を支え

る労働力の減少が本格化していくことから、経

済や産業の活力に深刻な影響があるのではない

かと危惧されております。 

  これらのことから、高齢者の高い就労意欲と経

験、技能を生かし、65歳を超えて70歳まで、さ

らには年齢にかかわりなく働くことのできる社

会を実現する必要があると考えております。 

  次に、60歳を超えて働き続けられるための施策

についてですが、雇用創造推進事業を活用した

求職者の各種スキルアップセミナーや起業創業

セミナーなどを現在実施しておりますが、なお

新たな施策を打ち出していかなくてはならない

と考えております。 

  次に、高齢になっても元気に活躍していただけ

る施策についてですが、本市では、老後の生き

がいを高め、健康と潤いのある生活の実現を図

るべく、生きがいと創造の事業を実施しており

ます。この事業は、陶芸、籐づる、木彫、園芸、

手芸、水墨画、日本画の７つの部会があります。

各部会ごとに活動を行っているほか、年１回の

合同展示会を開催するなど、意欲的に活動して

いる状況であります。参加者は高い技術、技能

を習得している方も多いので、今後はその技術、

技能を次の世代に伝承するような仕組みも必要

であると考えております。 

  また本市では、介護予防事業として要介護認定

等を受けていない65歳以上の方に、心身の状況

を確認させていただく調査票の送付・回収を実

施しております。この調査結果をもとに高齢者

みずからが、運動機能、口腔（口の中）機能の

向上、栄養、閉じこもり、鬱の予防に取り組め

るような介護予防事業への参加推奨を行ってお

ります。調査票の回答がなかった方については、

電話、文書、訪問等により実態を把握し、介護

予防につなげております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

  〔菅野智幸健康福祉部長登壇〕 

○菅野智幸健康福祉部長 私からは、シルバー人材

センターの最大活用について、高齢福祉課の立

場からお答えいたします。 

  御存じのとおりシルバー人材センターは、自

主・自立・共働・共助の理念に基づき、会員の

総意と主体的な参画により運営している組織で

あります。定年退職者などの高齢者にそのライ

フスタイルに合わせた臨時的かつ短期的、また

はその他の簡易なる就業を提供し、またボラン

ティア活動を初めとするさまざまな社会参加を

通じて、高齢者の健康で生きがいのある生活の
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実現と地域社会の福祉の向上、活性化に貢献し

ていただいているものであります。 

  市としましても、長年の職業生活で蓄積された

職業能力を持つ高齢者が能力を生かしていただ

ける場所としてシルバー人材センターは重要な

役割を担うものと考えております。そして、こ

の重要な役割を担うシルバー人材センターに運

営活動に要する経費の一部を補助しているとこ

ろであります。 

  今後は、地域社会で需要が増加している子育て、

介護などの分野で、サービス利用者の必要とす

る資源などを開拓する企画提案事業や、シルバ

ー人材センターとして会員をふやし、多様化す

る地域需要に対応できる取り組みを行うように

働きかけをし、高齢者の能力を生かした活力あ

る地域社会づくりに向けたさまざまな活動を支

援してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 夛田産業部長。 

  〔夛田美佐雄産業部長登壇〕 

○夛田美佐雄産業部長 私からは、シルバー人材セ

ンターの最大活用について、雇用対策の観点で

お答え申し上げます。 

  シルバー人材センターなどを活用した施策につ

いてでありますが、55歳以上の求職者を対象と

して、パソコン事務や剪定、雪囲い、除草等の

緑地管理に関する講習会のほか、地域の特性に

合わせた農業支援サポーター講習など、高年齢

者の就業を促進するための技能講習を行う厚生

労働省のシニアワークプログラム地域事業につ

いて、県内各地のシルバー人材センターで実施

するなど、実際の雇用やシルバー人材センター

での就業などに結びつく取り組みを行っている

ところであります。 

  さらに、観光ボランティアガイドなどの活動や

社会奉仕の要素が強いコミュニティビジネスと

いった企業や行政機関では対応がしにくい分野

のほか、生活者の需要を掘り起こして展開する

介護、子育て、教育、まちづくりなどの分野で

は、高齢者が経験を生かせる場であり、こうい

った分野における起業を創出するセミナーの開

催など、雇用創造推進事業を活用し取り組んで

まいりたいというふうに考えております。 

  私からは以上でございます。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、（１）のうち、高

齢者就労を促すために、発注委託業務の選定に

当たり高齢者雇用の企業にポイントなどを付与

すべきではないかについてお答えいたします。 

  本市では、建設工事について、米沢市建設工事

指名競争入札参加者の格付に関する規程がござ

います。これに基づきまして、入札参加者の等

級格付を行っております。この等級格付につき

ましては、登録を希望する企業の経営状況、そ

れから客観的事項の審査により算出されました

総合評定値に加えて、発注者別評価点というも

のを加算して総合点数をつけております。それ

で業種ごとに格付登録することにしております。 

  この発注者別評価点の事項の一つに、高齢者雇

用確保措置の取り組みを掲げております。これ

につきましては具体的には、65歳までの定年の

引き上げ、それから継続雇用制度の導入、３つ

目でありますが、定年の定めの廃止、こういっ

たものを掲げ、これに取り組んでいる企業に対

しては点数を加算しているところでございます。

そのほかに参考までに、障がい者雇用の取り組

み、それから子育て支援の取り組み、新規学卒

者の採用についても評価項目として取り入れて

いるところでございます。 

  現在の登録業者の状況を見てみますと、評価項

目についてポイントの加算が受けられ上位に格

付されることから、高齢者雇用確保の取り組み

を導入している企業が多くあり、議員のおっし

ゃるようなインセンティブが働いていると捉え

ているところでございます。 
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  私からは以上です。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 通告しているんです

けれども、高齢者像とかどういうものをお持ち

ですか、あるいは労働観、勤労観、それに答え

がなかったような気がします。答弁の中に、そ

ういった事業をやっているということで、そう

いった高齢者像を持っているということでよろ

しいわけですかね。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 答弁の中では具体的にそ

の高齢者観、高齢者像というところはちょっと

触れませんでしたけれども、改めてそういった

ものを考えてみますと、議員がおっしゃるむし

ろ負のイメージというところでどうしても私ど

もは考えざるを得ないのかなというふうに思っ

ております。例えば年金とか医療など高齢社会

がもたらす公的負担の増大、そしてそれを支え

る就労世代の負担というところで、高齢者はど

ちらかといえばお荷物的な感じといったイメー

ジを持たざるを得ないのかなと考えざるを得な

いところもございます。 

  また一方で、そういうところで反省すべきとこ

ろとすれば、家族、社会に今まで貢献してこら

れた高齢者への感謝の心を忘れてしまっている

のかなというふうなイメージ。ただ、一方で、

やはり活発に活躍したいというふうに考えてい

らっしゃる高齢者の方も現実にいらっしゃいま

して、そういった方々は、先ほどの生きがいと

創造の事業など、こういったところに積極的に

参加していらっしゃいます。ですから、今具体

的にどちらのほうをとるべきかというところは、

ちょっとなかなか難しく、福祉の立場からいけ

ば弱者救済というところになりますので、今申

し上げたところにならざるを得ないんですけれ

ども、両方の考え方が存在しながら、私どもは

それぞれに対して業務を行っているというふう

な格好になるのかなというふうに思っておりま

す。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 補足をいたしたいと思います。 

  従来のいわゆる行政の事務的な観点からいけば、

今部長がお答えしたような観点から事業を進め

るということが通常であったというふうに思い

ます。そういう意味では部長の言うとおりであ

りますが、ただ、もっと別な視点もあるという

ふうに思っています。 

  先日、新聞で読んで「なるほど、そのとおり」

と思った記事がありました。それはどういうこ

とかというと、高齢者は存在するだけで価値が

ある。すなわち、いわゆる働き盛りの世代は、

目標があって、その目標に対して懸命に努力し

て到達しなくてはいけないというのがどうして

もある。ところが、高齢者はそのような目標を

持たずにもっと気楽に、しかし自分なりの目的

を持って、そして簡単に言えばゆったりと自分

に合わせてさまざまな活動をしていく。そうい

う存在が社会にあるということ自体、社会の構

成員全体に与えるよい影響は大きい。とりわけ

子供たちとかに、人間は数値目標があってそこ

に到達するということで懸命に働く、活動する

というだけが全ての生き方ではないんだという

ことを存在によって示しているというそういう

記事があって、全くそのとおりというふうに思

っております。 

  ですから、それにつけ加えますと、午前中も質

問でお答えをいたしましたが、やはり心身とも

に元気で、しかも今も述べましたような生き方

をされている高齢者の存在というのは、社会に

とって非常に与えるよい影響は大きいものと思

っていますので、そういう高齢者像というのも

あるというふうにつけ加えさせていただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 壇上で申し上げまし

た。私、次元が違うところ、今の現状じゃない
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将来を夢見て、次元の違う答弁を期待すると申

し上げました。低い次元で残念です。 

  市長が補足してフォローのような形になったん

ですけれども、お荷物的存在とは何事ですか。

そして一方では、存在するだけで価値があると。

どっちですか。訂正したほうがいいですよ。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 私の発言の中で、お荷物

というふうに申し上げてしまいました。これは

訂正させていただきたいと思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） やはり行政上として

は弱者の扱いだと。わからんでもないですけれ

ども、何をおいても、本当に次元を変えて、発

想を転換することが必要だということをずっと

申し上げてきたわけですよ。今私が申し上げて

きたことで気づいたことはありますか。気づい

た点、概念で。高齢者の概念で何か気づきはあ

りましたか。行政上は弱者として扱う。だけれ

ども、現実はどうなんだと。高齢者の概念とい

うのはどういうものですか。私が話して何か気

づきはありましたか。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 先ほど議員の壇上での一

つの事例として鶴岡市の事例を述べられました。

これと農業の形のお話だったんですけれども、

米沢市シルバー人材センターのほうなんですが、

やはり積極的な事業展開していらっしゃるとこ

ろがございます。市内のあるスーパーと連携組

まれまして、そこの中で、シルバーの方が買い

物なさったお客様に対して集配物を届けたりし

ているといったところで、スーパーのほうでも

売り上げが向上したり、かつ就労されているシ

ルバーの方のほうも一生懸命お仕事をなさって

いるということで、積極的に活躍されていると

いったふうな事例もございます。したがって、

そういった部分、いわゆる高齢者の方なんです

けれども、そういった方々が積極的に社会に出

て働きなさりたいというふうな気持ち、そうい

ったところを私たち行政のほうでどのように酌

み取って、形として行政の仕事としていくかと

いった部分、これから私どもも施策としてつく

り上げていかなきゃならないのかなというふう

に感じたところです。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 何言っているかわか

りません。そういう個別でなく概念を聞いてい

るんですよ。概念。そういった高齢者観、高齢

者像とか、そういったものがまず間違っている

から、施策もそのまま。高齢者は負のイメージ、

マイナスの印象、そこから抜け切れておりませ

ん。私が申し上げたことで何か気づいたのかな

と思って申し上げたんですよ。とんちんかんな

答弁で残念です。 

  次元を落として申し上げます。 

  高齢者就労が課題解決の第一と私は考えている

と申し上げました。それに伴って、市としても

高齢者創造事業、スキルアップ、起業支援、あ

るいは、今後はまた新たに施策を考えていくと

ありました。これはある程度評価するところで

あります。そして、なぜこういうふうに申し上

げるかというと、壇上でも申し上げたんですが、

長寿世界一日本と申し上げました。その世界一

日本の中でさらに日本一は何県かというと、男

女とも引き続き長野県です。長野県が男女とも

日本一長寿、高齢化を誇っていると、平均寿命

が長いということであります。 

  それで、ちょっと古いデータなんですけれども、

平成14年の老人医療事業年報、厚生労働省のな

んですけれども、これによりますと、高齢者の

就労率が高いところは医療費も安いんです。安

く済んでいるんです。65歳以上の就労率が一番

高い県、これも長野県です。32％。そして１人

当たりの医療費が60万円。一方、就労率が低い

福岡県、16％という就労率。低いところは医療

費は90万円。1.5倍高くなっているんですね。こ
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ういったデータもあるんですよ。ですから、何

か生きがいと創造事業とかいろいろ言っていま

すけれども、生き生きするには、人はやっぱり

居場所とか役割があれば生き生きとするんです

よ。そういったところを申し上げているんです

が、これで気づきませんか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 おっしゃったとおりだと思いま

す。ですから、先ほど補足答弁で申し上げまし

たが、高齢者であっても働く意欲のある人は働

く、あるいはチャンスがあって働く意欲が逆に

出てくるというような機会が極めて大事だとい

うふうに思います。ただ、嫌々ながらも働かざ

るを得ないということになってきますとまた意

味が違ってまいりますので、そうでなくて、余

裕を持ってというか、ゆとりを持ってそして働

いて、そして生きがいをそこに見出してという、

そういうことが極めて大事だというふうに思い

ます。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 何も高齢者全てを就

労させろという話じゃないんですよ。当たり前

の話です。選択性であってしかるべきなんです

よ。ただ、壇上で申し上げたとおり、高齢者の

就労意欲は高いんです。例えば７割とか言いま

した。残り３割の人、その人まで無理やりとい

う話じゃないんですよ。そういう人たちには別

な道、例えば先ほど来あった趣味の話でもいい

でしょう。あるいは、地域活性化の担い手とし

て地域コミュニティー、その中で活動してもら

う。そういった取り組みも全国であります。あ

ります。ただ、何を言いたいかというと、第一

と言っているのは、第二、第三、第四の施策も

ありますけれども、私はこれが第一だと。高齢

者の就労が一番だと。そして就労意欲もある。

割合も高いんですよ。そこにターゲットを当て

ているんです。割合が低いところにターゲット

を当てて言っているんじゃないんです。ですか

ら、意欲があるのに働く場所がないと。そうい

うミスマッチの現状があるからそこを埋め合わ

せる施策を展開すべきではないかと、そう言っ

ているんです。おわかりいただけたでしょうか。

そして理解した上で、どう展開するかお答えく

ださい。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 議員お述べの意欲のある

人への就労の場の提供ということで、私どもは

福祉なものですから、シルバー人材センターを

所管してございますので、そちらシルバーの中

で、実際シルバーの方とも話をしながらなんで

すけれども、実際に話をお伺いしてみると、や

はり同じような考えを持っている人たちがいる

ということは実際お聞きしております。じゃあ

具体的にどうするのかというふうなことの一方

で、なかなか今度、米沢市内にそういった場所

がないというところも現実でございます。そう

いったところを、考える限りの知恵を使ってと

いうことなんですが、例えば今だとどちらかと

いえば女性の就労も希望があるというんでした

ら、女性の方が入りやすい家事の分野とかそう

いったところを新たに開拓しながら、シルバー

人材センターという機構を使って進めていかな

ければならないものというふうに思っておりま

す。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） それで市としても、

市が委託する、あるいは市の事業を委託する先

に高齢者雇用しているポイントをインセンティ

ブを何らかつけていると総務部長からありまし

たけれども、これは建設事業だけですか。 

  それともう一点、高齢者雇用によってポイント

を加算しているという話なんですが、どの程度

の割合といいますか、決定要因というのはやっ

ぱり価格とかさまざま重要な要素はあるんでし

ょうけれども、割合といいますか、ポイントつ

けていますよという程度なのか、それとも積極
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的にこれは高齢者を雇わんばいかんというぐら

いの加算になっているのかどうか。２点お伺い

します。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 広い意味では建設工事になり

ます。具体的には土木工事一式、それから建築

工事、舗装、管工事、そういったものでござい

ます。 

  それから、ポイントの点数の内訳でございます

が、実は御指摘のとおりでございまして、点数

的には高くはありません。２点程度でございま

す。その２点がどのぐらいの割合かといいます

と、例えば新規学卒者の採用については10点、

限度10点なんですが、それからＩＳＯの9000シ

リーズ、そういったシリーズものですと20点と

か点数に比べるとちょっと低目の設定をしてあ

るということでございます。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 高齢者雇用をふやし

ていかなければならないというときに、ほかの

いろいろバランスありますけれども、もう少し

考えたほうがいいんじゃないですか。そうする

と、本気にやっぱり企業がやらないと、行政が

そういうシステムをつくって企業は実際動くよ

うなことにしないとなかなか難しいと思います。

ですから、ここは建設事業だけではなくほかに

も広げていくとか、あるいは加算のポイントの

割合を少し高目にしていって、ある程度受注者

側が意識するようなものにすべきではないかな

と思いますが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 子育て支援の取り組みも大体

２点ぐらいなんです。そういったことも含めま

して全体的にちょっと検討させていただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） 建設業だけでなくて

業種を広げたらいいんじゃないかと。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 今のところ建設業の中でポイ

ント制をとっております。それから、例えば設

計ですと、これはポイントでなくて額で格付を

しておりまして、やはりポイントをつけやすい

のとつけにくいのとで、そういったことで現在

分かれているところでございます。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） ぜひ検討していただ

いて、本当に未来が明るいかどうかそういった

取り組みの一つになると思いますので、このま

まじゃ米沢市、暗いですね、残念ながら。超高

齢社会を迎えるんです。これをチャンスと捉え

るように発想の転換がまず必要です。 

  そして、長野県、日本一の長寿と申し上げまし

た。ここ本当やっぱりいろいろな取り組みをや

っているんですね。さっき言ったとおり就労率

も高い。働くと医療費も抑えられている。医療

費が安いということは、元気だと。元気が一番

じゃないですか。そして具体的な運動、ＰＫＫ

運動というのをやっております。テレビなんか

でも時々報道されるんですけれども、これ禅問

答じゃないんですけれども、御存じですかね。

部長、わかりますか。これいいネーミングだな

と思ったのは、ＰＫＫ……、ごめんなさい。Ｐ

ＰＫです、ＰＰＫ。ぴんぴんころり運動です。

さきの質問も何か「ぴんぴんころり」と言うと

何か言葉が悪いけどもと。「ＰＰＫ」と言うと

何か前向きになるんですよね。これを米沢でも

展開する。つまり長い老後の20年、約20年のう

ち、９割は元気で、１割介護の期間というよう

な傾向にあるものですから、本当にその９割を

元気でいるためには、医療費かからない健康で

いられるのは就労が私は第一だと思っておりま

す。ほかの趣味や何かに生きてもいいでしょう。

３世代同居で推進をして子供の面倒を見る。と

にかく役割とか居場所、これを与えると言った

ら変ですけれども、これを持っていただく。役
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割を持っていただく。これが大事な施策だと思

います。ぜひこのＰＰＫ運動を展開していただ

いて、山形県というよりも、米沢市が都市では

ナンバー１の長寿率になるように取り組んでい

ただきたいと思います。 

  そして、私、通告では申し上げておりませんで

した。ただ、高齢者市場というものがあるとい

うことは通告で申し上げております。それにつ

いて質問をするということは特に申し上げてい

なかったんですけれども、壇上で申し上げたと

おり、高齢者市場というのは非常にこれから人

口の割合にしても非常に大きくなる。３割、

30％になるというときに、いろいろな企業が高

齢者向けの商品、サービスを開発して生き残り

をかけているわけですよ。人口が全体に減って

いる中で、我が社は高齢者向けのサービスも展

開して企業を存続させようと頑張っているわけ

です。壇上で申し上げたような企業のモニター

都市、あるいは米沢市内の企業、ものづくりが

盛んですから、その企業の高齢者向けの何か製

品開発コンテスト、申し上げましたけれども、

いかがでしょうか。そういった発想を検討して

みる価値があると思うんですが、いかがでしょ

うか。 

○島軒純一議長 質問者、産業部長でよろしいです

か。 

○１７番（渋間佳寿美議員） これはトータルな政

策だと思うんですけれども、産業のみならず福

祉部門、企画部門、総務部門、全て関連してい

ると思うので、それに基づいて答えられる人、

答弁願います。 

○島軒純一議長 当局、御判断を。安部市長。 

○安部三十郎市長 確かに高齢者市場というのは、

当然高齢者がどんどんふえていくわけですから、

そういう意味では高齢者市場も広がっていくも

のというように思いますから、そういうものに

対応していくことが重要だというふうに思いま

す。 

  そして市場、すなわち需要でありますが、その

対局に供給というのがあります。その供給とい

うところでヒントになることがあるというふう

に思っています。それは何かといいますと、昨

日も質問がありましたが、道の駅を建設するた

めに、心がけていろいろな出張とか何かのとき

にあちらこちら道の駅とかお回りするわけです

が、そうすると、地元のいわゆるおじいちゃん、

おばあちゃんがつくったいろいろな細工とか、

あるいは食品、食物加工品とかあります。そう

やってどこかで雇用されてつくるということで

はなくて、みずから創造して、いわゆる創造性

の創造ですが、創造して働くという、創造性を

持って働くということで働いているという状況

もありますので、そういう働く側の供給と、あ

と高齢者がふえてさまざまなものを必要とする

という需要とがどこかでマッチするような、要

するに歯車がかみ合うような、そういうことが

できていけば高齢者全体の意欲につながってい

くのではないかというふうにも思っております。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） そのとおりなんです

ね。ですから、さまざまな供給体制、しのぎを

削って企業は頑張っている企業もあります。だ

からモニター都市、米沢が高齢者に利用してい

ただいてどうなのかと、この商品はどうなのか

という一つの提言をさせていただいたところで

あったんですけれども、ぜひ、これも産業振興

と高齢福祉、関連しておりますので、これはぜ

ひ検討していただきたいものですよ。今市長お

っしゃったとおり、供給面の部分もあるんだと。

高齢者が役割や生きがい、誰かの役に立ちたい

という思いがあるんだというところでは、ぜひ

産業振興もあわせて、検討と言うとあれですか

ら研究してください。お願いいたします。 

  それで、もっと産業振興で言えば大きな話があ

りまして、山形大学と地元の米沢の病院が研究

開発しているものに福祉ロボット、介護ロボッ
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トというのがあります。こういうのを展開して

いく必要もあるんじゃないかなと。私は、今の

高齢者像というのは元気な高齢者だと言いまし

た。しかし、１割は何らかお世話になる時期が

来ると。長い老後の中で１割程度、あるいは人

によってはそうなんですけれども、大体平均的

に言うと１割がお世話になると。そういうとき

にこの介護ロボットとかやっぱりあると、さら

にまたその１割の期間苦痛なく過ごせるという

こともありますので、こういった需要もあると

思うんですよ。これは別に高齢者に限らず障が

い者等々にも本当に利用できるところで、実際

米沢でも市内の病院を含めて研究開発に携わっ

ているようであります。こういったところから、

さっき言ったシルバーイノベーション、有機Ｅ

Ｌもいいですけれども、シルバーイノベーショ

ンのまちにするんだと、米沢は。もう市場が大

きいというのを見越して、そして自治体も生き

残りをかけて、ここに目を向ける。そして有機

ＥＬと同様に、超高齢社会に入っている現在、

今後ますますそういった傾向になる中で、こう

いったものをどんどん開発していくんだという

姿勢を出してもいいと思うんですけれども、産

業部長、これは思いつきで言えないんでしょう

けれども、どうでしょうか。これも検討といい

ますか、研究、あるいはちょっと調べてみる価

値があるんじゃないかと思うんですけれども、

いかがですか。 

○島軒純一議長 夛田産業部長。 

○夛田美佐雄産業部長 議員御指摘のとおり、シル

バーイノベーションのような考え方もあろうか

と思いますが、高齢者の就労機会を充実させて

いくことが重要だというふうに思っていますの

で、検討課題にさせていただきたいと思います。 

○島軒純一議長 渋間佳寿美議員。 

○１７番（渋間佳寿美議員） そうですね。それが

一番です。高齢者の就労機会をふやす、それが

一番だと部長おっしゃったので、ぜひその施策

を早急にまとめていただきたいと思います。 

  この質問を通じて総じて言えることは、やはり

高齢者観、高齢者像といったものを根本から発

想の転換をしなければ、そのまんまですよ。マ

イナスのイメージのまま。もう悲観論に打ちひ

しがれたまちになってしまいます。そうではな

いんだと、志を持ってください。そしてＰＰＫ

の話もしました。名は体を表すです。私はこの

「高齢社会」じゃなくて、私はこれを「長寿繁

栄社会」と米沢市では呼ぶべきだと思います。

ずっと言っているとおり、データも全部申し上

げました。今の高齢者という概念は当てはまら

ない。高齢社会でなくて「長寿繁栄社会」だと

いうふうに、いろいろな機会で本市の何かの発

表のときはそう言うべきだと思います。そして、

もし、やっぱり概念を変えるには名前からなの

で、高齢福祉課という名前ありますけれども、

長寿福祉課と変えたらいいんじゃないですか。

喜ばしいことだと。何か高齢者というのはマイ

ナスのイメージだと言いましたけれども、長寿

福祉課。長寿は喜ばしいことだと。そういう意

味合いで、名前の変更、あるいはそういった文

言を使っていくというのはいかがでしょうか。

それを質問の最後にして終わります。 

○島軒純一議長 菅野健康福祉部長。 

○菅野智幸健康福祉部長 議員の述べられる御趣旨、

十分私どものほうでも理解させていただきまし

た。名称の変更につきましては直ちにそのとお

りというふうにはなかなかちょっとまいりませ

んので、言葉どおり、検討させていただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 以上で17番渋間佳寿美議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 １時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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午後 ２時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、本市のエネルギー政策について、22番髙

橋義和議員。 

  〔２２番髙橋義和議員登壇〕（拍手） 

○２２番（髙橋義和議員） 市政クラブの髙橋義和

です。 

  私の今定例会での一般質問は、本市のエネルギ

ー政策についてお伺いいたします。 

  福島第一原発事故から２年がたちました。政府

は１年もたたないうちに福島第一原発事故の収

束宣言をしましたが、福島第一原発の破損した

原子炉からはいまだに最大で１時間当たり1,000

万ベクレルの放射性元素が放出されており、事

故収束からほど遠いのが現状です。 

  また、福島県内での除染が進んでいると言われ

ますが、除染したものの中間処分場の設置が進

まず、除染した土壌などの多くが仮置き場にビ

ニールに包まれて野積みされているか、各家庭

の庭に埋めるなどの措置から進んでいません。 

  福島県民の健康も軽視されています。低線量被

曝とは100ミリシーベルト未満の被曝のことを指

しますが、政府は、低線量外部被曝による健康

被害は証明されていないとし、健康に影響はな

いとの立場をとっています。 

  福島県で甲状腺検査を受けた３万8,114人の健

康調査の中で、甲状腺がんが３人、甲状腺がん

の疑いのある人が７人いると報告されました。

異常の見られた人の平均年齢は15歳の若者で、

福島県内の居住地に偏りはないとのことです。

通常、小児甲状腺がんは100万人に１人か２人で

す。そこから考えるとかなり高い発生率です。

それなのに、100ミリシーベルトでがんによる死

亡が0.5％増加する程度のリスクは、たばこによ

る肺がんの発症率に比べれば大したことではな

いなどとうそぶいています。 

  福島第一原発事故による放射線量被害を調べて

いるＮＰＯ団体「安心安全プロジェクト」の調

査では、80人ほどが検査を受け、大人１人に甲

状腺がんが疑われ、そのほか約６割の大人と子

供にのう胞が発見された。特に野外でスポーツ

をしている子供に多く見つかり、野球をしてい

る男の子からは多発性のう胞の発症が見られま

した。このようなことを福島から米沢に避難し

ている方々から伺ったり、また新聞や書籍で見

たりすると、福島県と隣り合わせの米沢市とし

て、避難者の方にも見えるような脱原発・再生

可能エネルギーを進めていかなければならない

と思うわけです。 

  そこで、具体的な質問に入りますが、この項目

については、私の一般質問を含め会派のほうで

これまで何回も質問を行っておりますので、な

るべく簡潔に質問をしたいと思いますが、一部

長くなるところもありますので、その点につい

ては御了承をお願いしたいと思います。 

  まず、（１）新電力（ＰＰＳ）との電気料金契

約についてお伺いいたします。 

  電力各社は、今もなお、原発の経済性や原発を

再稼働しないと景気回復とともに電力が不足す

ると言い続けています。 

  しかし、原発を持たない新電力からの電気を安

く購入することができますし、昨年夏、関西電

力管内は電力需要が逼迫し、停電のおそれがあ

るとして大飯原発第３、第４号機の再稼働が強

行されましたが、関西電力管内の最大電力は予

想を300万キロワット下回り、大飯原発第３、第

４号機の236万キロワット分がなくても十分な余

裕がありました。このことは全ての原発を廃止

しても電力需要は十分賄えることを示していま

す。 

  私たちは、原発ゼロと同時に、温室効果ガスの

削減を両立させるエネルギー政策こそが将来世

代に対する私たち世代の責務であると思います。 

  資源エネルギー庁が平成17年に出した「電力自
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由化と原子力発電（現状と課題）」という資料

では、原子力発電は建設に巨額の投資負担を伴

うため、トラブル等により長期間運転できない

と、巨額の固定費負担により経済性を失うなど

原発の経済性に問題があること、巨大発電規模

であるがゆえのリスク、需要の伸びの低迷と電

力自由化による投資家の警戒を挙げ、原発に未

来はないともとれる内容の資料をまとめていま

す。それも８年も前です。 

  新電力（ＰＰＳ）とは、既存の大手電力会社と

は別の特定規模電気事業者のことで、契約電力

がだんだん緩和されまして、2005年度からは50

キロワット以上の需要家に対して、一般電気事

業者、これは大手の電力会社を指しますが、が

有する送電線を通じて電力供給を行う事業者と

なっています。現在、資源エネルギー庁には81

事業者の登録があり、昨年４月からことしの４

月までの１年間で30社もふえています。 

  原発政策を推進してきた経済産業省、資源エネ

ルギー庁ですが、国の省庁機関では最初に、

2000年からＰＰＳ（新電力）のダイヤモンドパ

ワーと契約をし、その後も毎年一般競争入札を

して、東京電力からは電気を購入していません。

その他の霞が関の各省庁、中央官庁の出先機関

の多くも同様に新電力から購入をしています。

今なお東京電力と契約を続けているのは、国会

議事堂、衆参の議員会館、防衛省だけだそうで

す。 

  自治体として最も導入比率が高いのは宮崎県の

52.6％で、2004年度に一般競争入札を実施して、

その後、その導入割合をふやしているそうです。

導入比率の２位以下は、横浜市、岐阜県、福岡

市、尼崎市、千葉市と続きます。 

  震災以前は、新電力が既存の電力会社よりも３

割も電気料金が安く入札で契約できるなど経費

削減効果が見られましたが、現在は最大でも１

割程度の削減にとどまっているようです。しか

し、原発に頼らないエネルギー政策にも合致し

ますし、既に米沢市の公共施設で指定管理者に

委託されている中の施設の複数の施設で新電力

と契約をしているところがあるそうです。電力

の自由化が進んでいる今、電気料金の契約も入

札を実施するべきではないかと思いますが、い

かがでしょうか。 

  （２）低炭素社会に向けた再生可能エネルギー

の推進についてお伺いいたします。 

  今年度のＬＥＤ街路灯設置補助金に予想を上回

る申請がありました。これは市民の省エネ・エ

コ意識が私たちの考え以上に進んでいるのでは

ないかと思います。その一方、本市の再生可能

エネルギーの導入を進める施策や事業はどうな

っているのでしょうか。まとめた基本方針はあ

るのでしょうか。 

  米沢市は、置賜総合支庁で設置している「低炭

素社会形成推進協議会」の一員に入っています。

その中では、各市町村としての事業や共同して

行う施策なども協議をされて、各市町村の取り

組みが求められていると思います。県任せでは

なく、米沢市で具体的にどう原発に頼らない社

会、再生可能エネルギーの推進を進めていくの

か、その基本方針についてどう取り組んでいく

のかお尋ねいたします。 

  ３月の代表質問に対する答弁で、本市に合った

再生可能エネルギー活用の可能性について、現

実性、有効性の視点から、再度調整しながら、

今後の再生可能エネルギーの具体的な取り組み

の方向性を検討していきたいと答弁しています

が、どう進めていく考えなのか、現在の進行状

況等をお答えいただきたいと思います。 

  また、再生可能エネルギーの関係で、昨年12月

の一般質問で伺った県の再生可能エネルギーの

適地調査の箇所になった米沢市の風力、小水力

発電について、その後の進展状況はどうなって

いるのでしょうかお伺いいたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○島軒純一議長 安部市長。 
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  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの髙橋義和議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、低炭素社会に向けた再生可能エネル

ギーの推進について基本的なことをお答えいた

します。その他につきましては部長よりお答え

をいたします。 

  以前の答弁でも申し上げましたように、将来的

には原子力エネルギーに依存しない社会を目指

していくことが必要だと考えており、そのため

にも、公共施設を初めとして家庭、民間施設な

どへの導入を推進していきたいと考えておりま

す。具体的には、公共施設への再生可能エネル

ギーの導入については、市民への普及、ＰＲ効

果という視点も含めて、有利な財源を図りなが

ら可能な限り導入を推進していきたいと考えて

おります。 

  また、重点的に取り組んでいく施策をまちづく

り総合計画の第５期実施計画に登載し、さらに

は次期のまちづくり総合計画へも登載しながら、

本市の再生可能エネルギーの方向性を示してい

きたいと考えております。 

  脱原発を実現するには長い道のりを歩かなくて

はならないだろうと思われますので、長期的、

具体的な計画が必要になってまいります。県は

置賜地域における低炭素社会形成に係る基本方

針、いわゆるマスタープランを近々公表する予

定ですが、米沢市としても市町村レベルで果た

すべき役割を整理して、独自の計画を立案すべ

く検討したいと考えています。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、新電力との電気料

金契約についてお答えいたします。 

  電気の小売事業につきましては、電力の自由化

に伴って、特定規模電気事業者、いわゆる新電

力に、契約電力が50キロワット以上の事業者へ

の電力の販売が認められております。現在のと

ころ首都圏から西日本地域の太平洋ベルト地帯

と呼ばれる都市圏においては、新電力への切り

かえが御指摘のように進んでいるようでござい

ます。ただし、県内はもとより、東北地方にお

きましてはまだまだ普及していない状況にある

と認識しております。 

  その理由といたしましては、全国における新電

力事業者数、平成24年３月時点で53社でござい

ますが、平成25年５月時点で先ほど81社とあり

ましたが……（「４月１日現在だったんです

が」の声あり）失礼しました。一応82社という

ことで認識しておりますが、資源エネルギー庁

が公表しております特定規模電気事業者連絡先

一覧によれば、供給区域を明示していない新電

力を除きまして、東北を供給区域とする新電力

は15社にとどまっていると思っております。こ

れは、新電力の発電所の多くが首都圏や関西方

面に立地しているということが一つの要因とな

っているものと考えているところでございます。 

  そして、平成23年３月に発生しました東日本大

震災以降、東京電力の電気料金値上げ問題に端

を発して新電力への切りかえが加速し、新電力

の電力需要が大幅に増加したことから、平成24

年度の国や首都圏近郊自治体の電力調達入札に

おいて応札者がなしという結果が報道されたと

ころでございます。平成25年度におきましても、

全国的に大手電力会社が料金の値上げを計画し

たこともありまして、民間の新電力への切りか

え需要が増加したことから、数多くの新電力が

供給区域としている地域においても、前年度同

様に入札が相次いで不調になっていると報道さ

れております。 

  不調の原因といたしましては、新電力の総数は

増加しましたが、十分な発電設備を持たない新

電力も多く安定供給に課題があるという事情が

あり、自治体の入札においては、新電力が辞退

したり、あるいは参加しても既存の電力会社よ
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り高い価格で入札するという状況になっている

ようでございます。 

  また、新電力と契約することができた自治体に

おけるその削減効果も事前の期待を下回ってい

る、御指摘のとおりということでございます。 

  本市においても、経費削減の観点から、検討す

べき課題と認識しております。災害におきまし

ては特に避難所となる公共施設への電力復旧・

供給は最優先に確保することが求められること

から、ただ、東北電力とは災害時の協力に関す

る協定書も締結しており、また、市の防災訓練

等においても多大な御協力をいただいている関

係にあることから、その協力体制にも配慮しつ

つ、導入に当たっては、経済性の観点もありま

すが、総合的な判断が必要になるものと考えて

いるところであります。 

  新電力の導入につきましては、今後、新電力の

供給能力の調査及び削減効果など、この辺の課

題を整理しつつ検討していきたいと考えており

ます。御理解のほどよろしくお願いしたいと思

います。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、県の再生可能

エネルギー活用適地調査を受けて、本市に２つ

の適地があったわけでありますが、その後の進

捗状況について御報告をしたいというふうに思

います。 

  まず、大字板谷地内の栗子国際スキー場の南西

部の風力発電の適地についてでありますが、現

在、県のほうで風力発電を行っている各事業者

に情報提供を行っているという段階にあるよう

であります。ただ、まだ事業化に向けての具体

的な動きはないというような状況になっており

ます。 

  次に、小水力発電の候補地となっておりました

水窪ダム周辺でありますが、平成24年度に東北

農政局米沢平野農業水利事業所において、小水

力発電所としての基本設計業務を委託発注して

おります。今年度は、導入に向けて技術的な課

題が幾つかあるようでありますので、その検討

などを行っていくというふうに伺っております。 

  今後は国、県などと連携を図りながら、適地候

補地の進捗状況の情報を収集しながら、協力で

きる部分については積極的に対応していきたい

というふうに考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 髙橋義和議員。 

○２２番（髙橋義和議員） 再質問させていただき

ます。 

  １回目の質問でもお話ししましたように、市内

の公共施設を受託している指定管理者の方が既

に新電力と契約しているわけです。ですから、

そういった見方をすれば、指定管理者は新電力

と契約してもいいけれども、市が管理する公共

施設は新電力と契約をするのはだめ、できませ

ん、だめですということも言えないんではない

かなと思います。部長から答弁があったように、

震災以前は、入札、首都圏等では３割近く安く

契約できたとかそういった報道がなされていた

のが、最近の契約では、高くて10％、１割弱、

低いところですと１％程度しか削減できなかっ

たというような例もあるというふうに私も聞い

ていますから、単に経済効果だけではない部分

は確かにあると思います。 

  しかし、原発に頼らない社会、つまり原発を持

たない新電力と契約をするというようなことも、

ある意味、脱原発の視点からは必要なのではな

いかと思いますし、そして、東北電力とは災害

時のいろいろな協力協定を結んでいるので、そ

の点も考慮しなければならないというようなこ

とがありました。災害時のいろいろな協力協定

を結んでいるのは、電気料金で言えば東北電力

だけかもしれませんが、いろいろな団体、企業

と結んでいるわけですね。災害物資の提供とか
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の協定を結んでいる山形生活協同組合と協定を

結んでいますけれども、協定を結んでいるとこ

ろとの関係を大事にしなければならないから生

活クラブと随意契約をするのか。いろいろな商

品の購入について随意契約を結んでいるのか。

決してそうではないし、そうはしていないはず

ですから、東北電力だけを特別扱いするのはお

かしいのではないかと思います。契約されるか

どうかは別として、基本的に入札を行うと。こ

ういった考えをやっぱり持つべきではないかと

思うのですけれども、その点についてはどうな

のでありましょうか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 災害におきましては、先ほど

の生協さんも含めて、東北電力、さまざまな御

協力をいただくことにしておりますので、それ

一つ一つを軽重をつけるわけでは決してござい

ません。ただ、東北電力の電力供給につきまし

ては、震度６以上の場合の対応とか、例えば電

源車の使用とか、消防等の拠点施設への電力の

復旧の最優先とか、そういったものを含めまし

て、住民の安全・安心に大きくかかわることか

ら特に申し上げたところでございます。 

  それから入札に関しては、先ほど入札の結果に

ついても多少触れましたが、東日本大震災以降、

その新電力が抱える環境も随分変わってきたと

見ています。おっしゃるとおり、新電力の効果

につきましては私どもも認識はしておりますが、

今の時期、この時期ではまだその契約、一般競

争入札にできるような時期にまだ至っていない

という認識でございまして、決して否定してい

るものではございませんので、そこは御理解い

ただきたいと思います。 

○島軒純一議長 髙橋義和議員。 

○２２番（髙橋義和議員） 今部長が申されたこと

については、米沢市だけの問題ではないと思う

んですね。かなりの割合で新電力と入札をして

契約をしている自治体なんかも、同じような大

手の電力会社との関係があるんではないかと思

います。先ほど言ったように、首都圏の直下型

地震で影響があるような横浜市や千葉市、こう

いったところでさえかなりの割合で新電力と契

約しているわけですから、そういった理由で、

地震災害時の関係があるのでその新電力との契

約は利用しなければならないということではな

くて、確かに新電力側の電力供給量は、かなり

やっぱり民間がこの間契約を進めたという関係

で十分ではないというふうに私も思っています。

そう思っていますけれども、契約できるかでき

ないかは別としても、基本的に市のいろいろな

事業というのは入札が原則なのではないでしょ

うか。以前は東北電力の地域独占ということが

ありましたから、民間のその他の電力供給会社

との契約はできなかったわけですけれども、国

のほうの方針ではどんどん緩和をされて、最初

に言ったように50キロワットアワー以上であれ

ば自由に契約ができるという電力の自由化がな

っているわけなので、米沢市の契約というのは

入札が原則なのではないでしょうか。随意契約

するのは特別の理由がなければおかしいわけで、

そういった点で入札すべき金額を満たしている

と思いますので、そういった市の契約の原則か

ら考えれば、入札を行うという原則をやっぱり

もっと前面に出して考えていただきたいと思い

ますけれども、どうでしょうか。 

○島軒純一議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 契約の基本は一般競争入札、

次に指名とかさまざまあるわけです。今回の電

力について、法的に言えば一者随契という形に

なるかと思います。その形式をとっているのは、

まず、これまで自由化が始まる前のかかわりも

ありまして、2000年以前、つまり東北電力と随

意契約を結んできたと。2000年以降に徐々に現

在の自由化が進んで、平成17年以降は御指摘の

とおり50キロワットで分かれてしまっている現

在があります。 
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  それで、一般競争入札に付した場合には、新聞

報道で御存じかと思いますが、結局大手の電力

会社が１者入札に応じただけというようなこと

もあります。それで、私どもとしても随契だけ

がいいというわけでありませんので、一般競争

入札をする以前のいわゆる調査という段階でも、

過去でございます、東日本大震災前でございま

すが、そういったことで多少お話をお伺いした

ことはございました。現在はそういったお話も

実はないような状況でございます。この震災以

降は。ですので、仮に一般競争入札をするにし

ても、本当に当てがあるのかどうかやはり市場

調査も含めながら、もう一回検討していく必要

があるのではないかなと思っているところでご

ざいます。 

○島軒純一議長 髙橋義和議員。 

○２２番（髙橋義和議員） ぜひ相手待ちで、向こ

うから新電力のほうから打診がないからという

ことでなくて、今部長がおっしゃられたように

少し調査をして、入札を実施できるような状況

なのかどうかということを調査をしながら、既

に何遍も言ってくどいかもしれませんけれども、

指定管理者が新電力と契約をもうしている事実

を鑑みて、ぜひそういった東北電力とのいろい

ろなかかわりもあるかもしれませんけれども、

公平な契約を進めていっていただきたいという

ふうに思います。 

  それから、２番目の再生可能エネルギーの推進

の関係についてですけれども、ここに来てよう

やく答弁が一歩前進したと思います。そういう

点については評価したいと思います。近々置賜

総合支庁のほうで低炭素社会形成のマスタープ

ランが公表されるということで、それにあわせ

て米沢市としても独自の計画を立案していくと、

また第５期実施計画にいろいろな事業として掲

示をしていくというお話がありました。ぜひ具

体的にこういった部分について進めていってい

ただきたいと思います。 

  ただ、脱原発の関係ですけれども、もう一方で

は、エネルギーの地産地消、こういった視点で

もいろいろな点で事業を展開していただきたい

と思います。先ほど言った風力発電や水力発電

だけでなくて、バイオマス発電等の検討等も先

ほど言った総合支庁の協議会等ではなされてい

るはずですし、またマイクロ水力発電、いろい

ろなことが市としてできるのはあるのではない

かと思います。 

  エネルギーの地産地消の関係ですけれども、山

形県は自前の電力というのは余り持っていない

と私は思っていましたが、これは県の調査です

けれども、結構エネルギーの自給自足がなって

いるんですね。山形県の電力の供給ですけれど

も、合計89億9,756万キロワットアワーが総使用

電力だそうですが、これ平成22年度山形県調べ

ですが、そのうちの県内で供給されているのが

63％。火力発電が40億8,121万キロアットアワー、

水力発電が15億3,578万キロワットアワーで、火

力発電45％、水力発電が17％、その他が6,978万

キロアットアワーで１％弱ですけれども、こう

いったことを見ますと、64％が県内でのエネル

ギー供給で、県外から供給されているのが37％

ということを見ますと、県で今進めています再

生可能エネルギーを、こういった事業を進めて

いくとエネルギーの地産地消、エネルギーの地

元での供給体制もできると、そういった見通し

を県は持っているようです。 

  ですから、風力発電、水力発電というような大

規模な部分は米沢市として進めていくのは大変

な部分がありますけれども、たとえ発電量は少

なくても、自前でこういった発電をしていくん

だと、そういった電気をつくっていくんだと、

こういった姿勢をもっと打ち出す必要があるの

ではないかと思いますけれども、今後の計画に

こういったことをぜひ盛り込んでいただきたい

と思いますけれども、その点についてはどうで

しょうか。 
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○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 これまでの米沢市の取り

組みから申し上げますと、これも議会のほうか

ら御批判はあるわけでありますが、太陽光一辺

倒だというふうな指摘もございます。ただ、今

御指摘のように、プチ水力発電のような新しい

電源開発についてはなかなか難しい問題が伴っ

てまいりますが、一つ計画を立てるに当たりま

しては、私ども素人だけの考え方ではなくて、

民間が事業者となってやってくれるという期待

だけではなくて、可能性調査というふうな部分

では地元の山形大学のお力添えをいただきなが

ら、実験的なプチ水力発電の可能性調査、ある

いは温泉源の枯渇の心配のないようなバイナリ

ー発電の可能性のようなもの、そうしたものも

委託研究のような格好で調査をしてみるという

ことも一つの方法かというふうに思います。御

提案として承らせていただきますので、今後、

計画の中で検討していきたいというふうに思い

ます。 

○島軒純一議長 髙橋義和議員。 

○２２番（髙橋義和議員） 今部長が言った部分の

中で、温泉の廃熱というのか、それを利用した

発電の可能性については、米沢市であった講演

会等で非常に有力だというようなことで報道さ

れていましたので、そういったことについては

ぜひ市としても進めていくことが有意義ではな

いかと思います。 

  あと、マイクロ水力発電とかそういった部分に

ついては、先進事例とかありますね。米工が頑

張っていますね、こういった活動について。こ

としになってから農業用水に水力発電の装置を

設置したり、また太陽光発電については以前か

らやっていますし、風力発電等も併用している。

こういった高校の生徒がこういったことを先進

的にやっていると。こういったモデルがあるに

もかかわらず、米沢市がそういったことをやっ

ぱりもっと市民に広げようと、また集落でもっ

と農業用水路に水力発電を設置しようという、

そういったことに対して市では補助金を出そう

とか、こういったことをやっぱりできるんでは

ないかと思います。ですから、部長のほうから

これまで太陽光発電の普及一辺倒だったとあり

ました。可能性があるわけですから、発電量は

確かに少ないです。太陽光発電でも、各家庭に

太陽光発電をしても自分たちの家で消費する分、

最大ですがその程度ですから、そういったこと

ですけれども、ただ、そういったことを進めて

いくことによって大手電力の消費量というのに

頼らなくてよくなりますし、なおかつ、自然エ

ネルギー、再生可能エネルギーの普及率、導入

率も高まっていくわけですので、ぜひ再度そこ

まで踏み込んでいろいろな事業なり施策に盛り

込んでいくような努力をしていただきたいと思

いますが、もう一回お願いします。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 米工さんのほうで頑張っ

て取り組んでいただいています「ゼロエミッシ

ョン」電気自動車も含めてでありますが、そう

した取り組みについても、実は商工サイドのほ

うからの支援なども行っておりますが、存じ上

げております。 

  今御指摘のように、さまざまな可能性を持って、

なかなかこれ売電で元を取るという仕組みでは

なくて、自賄いという格好に限定をしていかな

いとなかなか進まないものだとは思いますが、

まずは有効な方策としてのあり方を大学と一緒

に研究をさせていただきながら、次の展開とし

て例えば補助制度のようなもので普及が図れる

かどうか、そういったところも次のステップで

検討させていただければというふうに思ってお

ります。 

  米沢市独自の計画をつくるに当たっては、この

エネルギー政策というふうな部分だけではなく

て、やはり低炭素社会の形成ということを大前

提にさせていただくならば、やはり省エネルギ
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ーという問題、それから市民への啓発ＰＲとい

う側面が必ず必要になってまいりますので、そ

うした部分も含めて少し幅の広い体系でまとめ

てみたいなというふうに思っております。 

  きのうの、過日の議会の中でもあったわけです

が、例えばＥＶの普及を支援するための仕組み

でありますとか、あるいはＬＥＤの街路灯、こ

ういったものについても、どこまでやっていく

んだというふうな部分も含めながら計画の中に

盛り込めればというふうに考えております。今

の中ではまだイメージでしかないのであります

が、そういうふうに幅広く考えていきたいとい

うふうに思っています。 

○島軒純一議長 髙橋義和議員。 

○２２番（髙橋義和議員） 低炭素社会の形成とい

うことでの視点で幅広くという、それはそれで

いいと思います。置賜総合支庁のマスタープラ

ンづくりの中には今言ったような部分のほかに、

エコ住宅の普及とかそういった部分も入ってい

るというふうに私も伺っていますから、詳細に

ついては存じていませんが、結構幅広い計画づ

くりだというふうにも伺っていますので、市の

ほうの計画もそういった方針で進んでいってい

ただければと思います。 

  ただ、米沢市の場合、非常に事業費のつくり方

というか、下手だなというふうに思います。Ｌ

ＥＤ街路灯の町内会への補助金も自主財源です

ね。ちょっと資料を持ってきたつもりで、ちょ

っと手元に持ってくるのを忘れてしまったみた

いなので大変申しわけないんですが、全国的に

は、国の外郭団体の補助金を使って公衆街路灯

のＬＥＤ化を進めているところが全国各地あり

ます。独自の財源で1,500万円、2,000万円を使

うのであれば、こういった国の外郭団体の補助

金を活用して街路灯のＬＥＤ照明化、これを進

めれば市の負担がもっと少なくて有効に進める

という点もあったのではないかなと思います。

ですから、事業を進める上でぜひアンテナを高

くして、全国的に、米沢市だけでなくて街路灯

のＬＥＤ化を進めているほかの市はどういった

事業を使っているのか、こういったことも考え

れば、自主財源だけでなくて有意義な事業でも

っと効率的にできたんだなと、こういったこと

もわかったのではないかなと思います。ですか

ら、そういったことも含めて事業を組んでいく

と、市の負担も少ない中でいろいろな低炭素社

会の実現、再生可能エネルギーの推進を推し進

めていくことが可能だと思いますので、ぜひそ

ういった調査も含めながら進めていただきたい

と思います。 

  以上で終わります。 

○島軒純一議長 以上で22番髙橋義和議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時５５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時０５分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。よって、

本日の会議を日程終了まで時間を延長すること

に決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、新文化複合施設について外１点、６番山

村明議員。 

  〔６番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○６番（山村 明議員） 政鱗会の山村明でござい

ます。このたびの議会では冒頭に全国市議会議

長会の勤続30年表彰をいただきまして、それは
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議会の皆様のおかげではなくて、私を支持して

いただいた方々のおかげだというふうに思って

おります。 

  皆様方が一般質問何回目だという話をされてい

まして、私も、はてさてどれぐらいになってい

るものだろうかなとちょっと頭の中で暗算でや

ってみたんですけれども、実は皆様のように多

くないんですね。それはなぜかと言いますと、

まず副議長を２年間させていただいて、議長を

２年間させていただいて、通算４年間はしゃべ

りませんでした。昔は、会派に所属している者

は３月の議会では代表質問だけということで、

一般質問はありませんでした。昔は、どちらか

というと大きい会派に所属しているというか、

会派の中では会派から誰か一人が一般質問をす

るというパターンが昭和の時代はあったわけで

ありまして、そんなことで計算すると90回には

なってはいないかなと、でも80回はいっている

んじゃないかなというのが、皆様方のお話をお

聞きしてちょっと計算したところであります。 

  まず、一番最後の質問ですので、皆様方の安ら

かな時間を妨げないように静かにやりたいとい

うふうに思っております。市長さんもぜひ、私、

日本史苦手なので、歴史の反論質問なんか私に

しないようにお願いをしてやっていきたいとい

うふうに思います。 

  まず、１．新文化複合施設について。 

  新文化複合施設につきましては、平成24年３月

にポポロビルに建設を提案、議会の賛成多数で

可決されたものの、翌月４月にテナントのたな

子が不退去とわかり、候補地３カ所を挙げて選

考し直し、６月議会では市長のおわびと市長の

減給議案が出されました。８月に臨時議会を開

き、まちの広場に建設するという変更議案が出

され、12対10の２票差で可決されました。こと

し25年になり、１月、２月に17地区のコミュニ

ティセンターで説明会が延べ752名、１館平均で

44名ほどの聴衆を集めて行われました。この間、

まちの広場廃止反対運動が盛り上がり、今では

約8,000名の反対署名が集まっておるそうです。 

  新文化複合施設問題は一段落したのかと思って

いたところが、工事金額の見直しをしなければ

ならない、それも大幅増額となる４億3,277万円

ということで、まだ迷走がとまりません。建設

予定地の民間ビルのたな子の撤退拒否に始まり、

トラブルの連鎖が続いており、いつになったら

やむのでしょうか。建設候補地を３カ所提示し、

まちの広場を潰すことに決めた。つまずいて失

敗したことに気づいたら、白紙に戻して、仕切

り直しをして出直すことが必要だったのではな

いでしょうか。まちの広場への建設地変更の急

展開と市民の反対運動の盛り上がり。つまずい

たまま前へ突っ走って、体制が崩れたままの状

態ではないでしょうか。世間が納得いく打開策、

解決策をちゃんとしていれば神様のお許しも出

たのでしょうが、工事金額の大幅増額という議

案が出ており、ここまで来てもまだトラブって

いるということは、天のお許しはまだ出ていな

いということではないでしょうか。 

  市長、行政側としては、一連のいきさつはどう

だったのか。 

  問題点はなかったと思うか。 

  これからの行政運営に生かさなければならない

点はあったのか伺います。 

  ２．エネルギーについて。 

  ３月議会の代表質問で、時間切れで質問できな

かった項目であります。 

  東日本大震災の影響で原子力発電の稼働が困難

な状況になっており、また、ことしは東太平洋

ペルー沖の海水温が低いラニーニャ現象という

ことで、暑い夏、寒い冬となる長期予報のよう

であります。米沢もきょうの予想最高気温が30

度であります。夏場の電力供給の逼迫が心配さ

れます。この夏の電力需要がピークに達したと

きまた節電や計画停電などということになるか

もしれません。 
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  地球環境に優しいＣＯ２排出の少ない温暖化対

策に配慮したエネルギー政策をしていかなけれ

ばなりません。北極海の海氷の縮小やハリケー

ンなど低気圧の大型化、日本でも発生し出した

巨大竜巻などは、温暖化での激しい上昇気流が

原因の大きな一つと見られます。 

  東日本大震災のときに停電がなかった米沢市、

そして米沢市は天然ガスパイプライン新潟・仙

台間が六郷地区を通っており、これを何とか生

かせないものでしょうか。 

  八幡原工業団地を筆頭に製造業に特化した米沢

市にとりまして、エネルギーの確保と安定供給、

特に災害時は大きな課題であります。本市にお

ける将来のエネルギーをどう考えているか。戦

略的取り組みが必要ではないのか。 

  以上、１回目、質問を終わります。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 それでは最初に、新文化

複合施設建設についての経過について御答弁を

させていただきます。 

  これまでも御説明をしてきましたとおり、新文

化複合施設整備事業は、町なかに新図書館、市

民ギャラリーを整備し、この施設と既存の市民

文化会館や市営駐車場跡地を含めた一帯のエリ

アを文化交流の拠点と位置づけ、歴史と文化の

まちとしての魅力を一層高め、交流人口を拡大

しまちの活性化を図ろうとするもので、建設地

をポポロビル用地として事業を当初進めてまい

りました。 

  しかしながら、昨年４月に、ポポロビルのテナ

ント１社が賃貸契約期限を目前にしても立ち退

きに応じていただけない状況が発生し、事業計

画期間の平成26年度内の完成が難しい状況にな

ったことから、その報告とあわせて、代替案と

してまちの広場への建設について昨年４月20日

に議会にお示しをいたしました。しかしながら、

議会や市民の方からさまざまな御意見や別の建

設地案の御提案をいただいたことから、一旦こ

の案を撤回し、時間をかけて議会や市民の方々

の御意見をお伺いし決定することといたしまし

た。 

  これ以降、議会全員協議会において、各建設地

案について活性化の視点や費用、実現性などさ

まざまな角度から全４回の議論をいただくとと

もに、広報よねざわによる意見募集、さらには

関係団体などへの説明を踏まえて、８月２日に

は建設地をまちの広場にしたいという方針を議

会に示させていただきました。８月28日の臨時

議会において新たな建築設計費などの調査設計

費を認めていただき、実施設計などを行ってき

たところであります。 

  ことしに入ってからは、新文化複合施設の基本

設計がまとまり施設の概要をお話しできる状況

になったことや、中心市街地活性化の目的や新

文化複合施設整備の必要性について理解を深め

ていただくために、市内17地区において説明会

を開催し、752名の市民の皆さんに御参加をいた

だいたところであります。ことし３月議会にお

いて新文化複合施設の建設費等の予算をお認め

いただき、現在はまちの広場を含む施設建築用

地の解体撤去工事を実施しているところであり、

平成26年度末の完成を目指して事業を進めてい

く考えであります。 

  次に、建設地変更について問題はなかったと思

うかという御質問であります。 

  建設地変更に関しての問題について、市の捉え

方といたしましては、借地借家法におけるたな

子の権利に対する認識や具体的なたな子である

飲食店を経営している会社に対する認識が甘か

ったこと、また、ビル所有者とたな子である飲

食店の交渉が難航していることを議会に対して

報告がおくれたこと、議会との議論や市民への

説明がないままにまちの広場への建設地変更案

を打ち出したことにあります。また、広場が使

えなくなることや、まちの広場機能の代替施設
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としてお示しをした新しい広場の建設予定地で

あるポポロビル用地の取得に関して、先行きが

不透明なことなどの課題があって、結果として、

将来のグランドデザインの根幹部分の説明が十

分ではなく、議会や市民の方との合意形成不足

を招いたことが、その後の計画地変更決定まで

のさまざまな場面に影響を及ぼす結果となり、

市政に混乱を招いたとの認識をしているところ

であります。 

  さらに、先ほど申し上げました認識の甘さとい

う点のほか、事業を進めるに当たりビル所有者

側と市の責任の明確化がなされておらず曖昧だ

ったということが挙げられると思います。仮に、

新文化複合施設整備事業の進行の妨げにならな

いように、もっと早期の期限までにビル所有者

側が一定の責任を持ってたな子の撤去を求める

ということであるならば、その期限までにたな

子が撤去しなければ、その時点から速やかに建

設地をどうするかということについて議論をス

タートすることができたものというふうに思い

ます。 

  しかしながら、この事業はビル所有者側の寄附

という御協力の申し出を受けて計画をしたもの

であり、所有者にはこの事業の実施に間に合う

ように退去するようにしていただけるものとい

うふうに思っており、そういう認識のもと、契

約期限を目指して交渉を継続しておられました

ので、最後までテナントの退去を期待していた

というところがございました。 

  次に、今回の問題でこれからの行政運営に生か

さなければならない点はあったのかという御質

問であります。 

  このような問題の再発防止という点においては、

新たな大規模事業をスタートする場合には、関

係者との役割分担を明確化していなければなら

ないということ、さらには、これまでの経過や

市内全17地区の説明会を通して、市民の方々の

中には本市の取り組んでいる重要な事業につい

て御理解いただけるような十分な説明が必要不

可欠であるというふうに強く感じたところであ

りますので、今後はそのような点を踏まえなが

ら行政運営を行っていきたいというふうに考え

ております。 

  次に、エネルギー問題についてでありますが、

まず、１点目の天然ガスパイプライン等を利用

した発電についてお答えをいたします。 

  天然ガスの活用につきましては、平成23年度に

県のＬＮＧ（液化天然ガス）利活用懇談会の報

告が取りまとめられ、その後も置賜総合支庁が

中心となり導入に向けた勉強会などが昨年度は

２回開催されておりますが、現段階では残念な

がら具体的な導入の動きは見られておりません。 

  一方で、置賜総合支庁が中心となっている産学

官金連携組織の置賜地域低炭素社会形成推進協

議会では、県のエネルギー戦略を踏まえ、置賜

地域における再生可能エネルギーと代替エネル

ギーの地域分散型導入促進に向けた基本的な方

向性と具体的な推進施策を明らかにする平成32

年度までの基本方針を策定中であります。 

  その中でも天然ガス導入に向けた基本的な推進

方策が示されており、具体的には、御紹介申し

上げますと、都市工業団地等におけるエネルギ

ー消費の実態把握、それから２つ目としては、

導入可能性の高いエリアを抽出し、置賜版天然

ガスパイプライン網の布設の可能性や、個別の

企業による単独サテライト方式、あるいは複数

の企業等による共同サテライト方式での天然ガ

ス導入の可能性の検討、３つ目としては、都市

ガス化の検討、４つ目としては、天然ガス導入

に当たっての支援策を官民共同で検討、５つ目

としては、天然ガス導入に向け勉強会開催等に

よる意識の向上、啓発等の方策が掲げられてお

ります。 

  今年度には工業団地などにおける電力等の消費

実態調査や導入方法、導入支援策の検討などが

開始されるようであります。 
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  置賜地域は県内で唯一都市ガス事業者がない地

域でありますが、天然ガスは、液化石油ガスに

比べまして環境負荷を軽減するだけでなく、安

価とされております。また、天然ガスでも特定

の地域に偏在しておらず安定供給が期待されて

おりますので、天然ガス利用に向けた置賜地域

の期待は大きいと言われております。 

  また、置賜地域低炭素社会形成推進協議会の基

本方針には市全体のまちづくりにかかわるよう

な大きな事業が掲げられており、また発電など

に関して民間事業者が主体となることから、国

や県などによる事業誘導のための、市も含まれ

るわけでありますが、現実的な支援策も必要に

なってくるものと考えられます。 

  現状ではこのような勉強が進んでいるという報

告にさせていただきます。 

  次に、戦略的なエネルギーの取り組みが必要で

はないかという御質問であります。 

  本市の再生可能エネルギーについて、戦略的に

ＰＲをしていきたいというふうに考えておりま

す。そこで、この地域において活用できる再生

可能エネルギーの種類、ポテンシャルは異なる

わけでありますので、本市の特色を生かしたエ

ネルギーのあり方を示したビジョンを持つこと

は、将来的なエネルギーの方向性を市民に対し

ても明確に打ち出せるものと考えております。 

  一方で、置賜地域においては、先ほど申し上げ

ました置賜地域低炭素社会形成推進協議会が組

織をされており、置賜地域における再生可能エ

ネルギーと代替エネルギーの地域分散型導入促

進に向けた基本的な考え方と方向性と、具体的

な推進施策を明らかにする平成32年度までの基

本方針を策定中であります。これらを受けて、

本市におきましても独自のエネルギーに関する

基本計画をまとめてまいりたいというふうに考

えております。 

  こうした体系化を示しながら、市民に向けて積

極的にＰＲに努めていきたいというふうに考え

ておりますので、御理解をいただきますように

よろしくお願いします。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 新文化複合施設ですけれ

ども、一連のいきさつを今お話しいただきまし

た。このいきさつの前の段階で、検討委員会、

たしか図書館の検討委員会とそれからギャラリ

ーの検討委員会、多分別々にですがなされてい

たわけですけれども、この辺どういう状況だっ

たのか、もし簡単にお話しいただければ。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 新図書館と市民ギャラリ

ーの整備につきましては、平成22年に本市が米

沢市社会資本整備総合計画を策定し、新たな図

書館と市民ギャラリーから成る複合施設の整備

を中心市街地の再整備における中核的事業の一

つとして位置づけ、取り組み始めてまいりまし

た。これを受けまして、教育委員会におきまし

ては、新図書館と新市民ギャラリーに多様な市

民の意見を反映させ施設のあるべき姿を取りま

とめるために、新図書館と新市民ギャラリーの

それぞれについて検討委員会を設け、並行して

開催したところでございます。 

  まず、新図書館整備検討委員会につきましては、

平成22年11月から平成23年４月までの間に合計

５回の検討委員会を開催し、新図書館が目指す

方向性として、新しい時代に対応する市民のた

めの図書館、貴重な郷土資料を活かす図書館、

ネットワークとつながる図書館、市民が育てる

開かれた図書館の４つにまとめたところでござ

います。 

  一方、市民ギャラリーの検討委員会につきまし

ては、平成22年９月から平成23年４月までの間

に合計３回の検討委員会を開催し、市民ギャラ

リーが目指す方向性として、市民の芸術文化活

動の拠点となる市民ギャラリー、市民が優れた

芸術文化に親しめる市民ギャラリーの２つに取
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りまとめたところでございます。 

  このような両委員会の検討結果を踏まえ、教育

委員会といたしましては、平成23年９月に米沢

市新文化複合施設整備事業基本構想として、一

つとして、図書館、市民ギャラリーの現状と課

題、新文化複合施設の整備に当たっての基本的

な考え方、新文化複合施設が目指す姿、新文化

複合施設に必要な機能とサービス、新文化複合

施設の施設・設備、新文化複合施設の管理運営

の６つの柱に取りまとめたところでございます。 

  私からは以上です 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 検討委員会を立ち上げる

ということになりますと、まず、やっぱりまち

づくり総合計画の中から検討委員会というもの

を立ち上げてきたという経過になろうかという

ふうに思うんですけれども、そのまちづくり総

合計画、第４期実施計画というか、そういった

計画の中から検討委員会を立ち上げるときに、

この図書館の検討委員会、ギャラリーの検討委

員会というふうに検討委員会を立ち上げる決定

は、どなたがどこの場面で決めておられるのか。

どういう選考というか、検討委員会というのは

実質実施計画に向けての検討委員会なんでしょ

うけれども、それになるための決定というのは

どういう過程になっていますか。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 この検討委員会につきま

しては、やはり多様な市民の方々の意見を反映

するために、公募委員を含めて、教育委員会と

して２つの検討委員会を立ち上げたところでご

ざいます。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） だから、立ち上げたのは

いいんですが、まちづくり総合計画の中から図

書館とギャラリーというものについて検討委員

会を立ち上げたんだけれども、誰がその最終決

定、どの機関が、これで米沢市の方向性を出す

んだということへの決定というのは、市長なの

かなというふうに想像はしますが、その辺は市

長が決定したということでよろしいんでしょう

か。 

○島軒純一議長 質問者、総合計画の決定者という

ことで大きくくくっていいんですか。どういう

ふうな……、教育委員会としては検討委員会を

立ち上げているわけですが。山村明議員。 

○６番（山村 明議員） ですから、検討委員会が

立ち上がるということは、実施計画に入ってい

く一番取っかかりのところなわけです。だから

どのメニューに入っていくのかという決定を、

やっぱり市長なのかなとは思うんですけれども、

一応市長じゃなくてこの機関でそれは決定した

んだよというものがあるのか、その辺をお聞き

をしたい。 

○島軒純一議長 提案という意味か、最終決定とい

う意味か。 

  山口企画調整部長、整理をお願いします。 

○山口昇一企画調整部長 少し経過をお話しいたし

ますと、まずもって、この両方の検討委員会を

立ち上げるに当たっては、予算措置を平成22年

の６月の補正の段階で、いわゆるこのまちづく

り交付金事業がスタートをする最初の予算づけ

のときにしていただいたというふうに思ってお

ります。検討委員会のメンバーの人選につきま

しては、これは教育委員会のほうで委嘱をして

おりますので、教育委員会が諮問をして、最終

的には答申を教育委員会が受けて、それを最大

限参考にしながら、私ども米沢市として最終的

にその事業計画として認知をしているというふ

うな流れになってくるかというふうに思います。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 何か私の質問の仕方が悪

いのかな。何かうまくかみ合っていないんです

けれども。ですから、まちづくり総合計画の中

にいろいろな計画がのっているわけですよね。

だから、その中から実施計画に向けて検討委員
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会を立ち上げたり、これを取り上げてやってい

くと。膨大なまちづくり総合計画ですから、あ

の中から絞り込まれてくるというその作業がど

ういう過程でなってくるのかということをお聞

きしているつもりですが。それは答えたくない

部門なのでこういうやりとりになってしまうん

ですかね。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 まずもって、まちづくり

総合計画にさまざまな施策、事業を登載してお

ります。その事業については具体性のあるもの

とないものと、確かにそれらはあると思います。

ただ、この新文化複合施設、あるいはサッカー

場建設については、一定の構想、構想といいま

すか、つくっていきたいという方向性があって、

その中で国土交通省のメニューを拾いながら計

画を立てていくという部分については、私ども

のほうが政策化をしたわけでありますので、政

策立案については私どもが最初スタートのかじ

を切ったということになってくるわけでありま

す。それぞれ所管するそれぞれの施設、教育財

産であれば教育施設の場合は教育委員会になる

わけでありますので、その中で連携を組みなが

ら事業化を図ってきたという流れであります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 前にもお話し申し上げま

したけれども、やはりいろいろなものがある中

で、結局米沢市民にとって、米沢市の将来にと

って、これは本当に重要なものなんだという、

やっぱりそういうものの選び方をしていかなけ

ればならないというふうに私は思っておるわけ

ですし、今回市民の方々とお話をしていても、

図書館と言ってもぴんとこないよねという方が

やっぱり多いんですよ、私の周りでは。ですか

ら、この間も申し上げたように、じゃあ山村議

員は何だと思うんだと言われれば、この間もお

話ししましたけれども、築48年で市立病院の外

来棟、毎年2,000万円の修繕費をかけてやってお

いて、やっぱり市民の健康を守りこの高齢化社

会をバックアップしていくという中においては、

市立病院はもう待ったなしで、築48年のぼろぼ

ろの建物ですから、これは手をつけなきゃなら

なかったもの。だから、はっきり言えば、図書

館と市立病院とどっちが大事なのと言えば、私

は市立病院だったんだろうけれども、何で図書

館などに、図書館などと言うと怒られるかもし

れないですけれども、図書館になんかいってし

まったのかなと。 

  今、山口部長のお答えですと、補助メニューと

かそういったものもあろうかと。あと市立病院

だと、問題点としては、用地まで含めるととん

でもない計画になってしまうということもある

のかなと思うんですが、やっぱりほかに取り上

げられなければならないものがあったんじゃな

いかなという気もする。今のは例えの例ですけ

れども、やっぱりそういったもの、それからこ

れをやることによって米沢のまちが変わるよと

いうものをやっぱりやってほしいんですね。で

すから、先ほど図書館ぴんとこないよねと言っ

ている人たちとやっぱり話をしていきますと、

あそこに図書館つくって米沢のまちが変わるの

というのが、やっぱり私と市民の間で話をして

いて、別に図書館であの平和通りが変わるとい

うのはちょっと理解できないなというふうな、

私もそれに近い意識を持っていますけれども、

もっと何か強力なものというかそういうものが

あろうかなと思うんですけれども、そういった

意味で、このギャラリー、図書館というものが

実施計画的なこの進み方を、検討委員会から立

ち上がってくるときに、ほかに候補になって結

局没になったというものはあったんでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 今回の都市再生整備計画

事業全体像につきましては、平成21年の秋に初

めて全体像として議会のほうに御説明をしてま

いりました。全体事業費50億弱の中で、それぞ
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れこういう事業を年次的に進めていきますとい

うことで全体計画を説明してきたわけでありま

す。その以前の段階として、新文化複合施設に

かわって中心市街地活性のために何か別な目玉

があったのかというふうなお話でありますが、

それについては全くつくることができなかった

というのが現状であります。これまでの中心市

街地活性化は、米沢市と商工会議所でその再開

発事業の頓挫以降さまざまに検討してきたわけ

でありますが、民間主導による開発、こうした

ものがなかなか芽が出てこないという状況の中

にあって、今回の計画を、まず公共が先行して

投資をしていくんだというところからスタート

をしていく中心市街地活性化策として計画をし

ておりますので、それ以前に何かの事業があっ

たということではありません。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） ちょっと時間があれなの

で、次に進みます。 

  ポポロビルのたな子の問題、これは非常に本当

にそのビルのオーナーとたな子の間の問題をう

まく向こうが伝えてこなかったのか、こちらが

酌み取れなかったのか、非常に問題だというふ

うに思っておりますが、今裁判中だと思うんで

すけれども、その裁判の状況がどうなっている

かと、結審はいつごろというふうに予想してお

られるのか、その辺をお聞きをしておきたい。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 裁判手続がスタートして

ちょうど１年が経過するわけでありますが、現

在のところ、それぞれ文面で反証反論のやりと

りをしているという段階になっておりまして、

いまだ本格的な口頭弁論には進んでいないとい

う状況にあります。先行きについては現時点で

は全く不透明という状況であります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） それから、そのたな子の

本社モンテローザに市長が訪問されたというふ

うにお聞きしましたけれども、それはちょっと

越権行為だったんじゃないかなというふうに思

うんですが、市長の見解はいかがですか。 

○島軒純一議長 質問者は市長を御指名されており

ますから。安部市長。 

○安部三十郎市長 とりわけビル管理会社の代理を

して私が行っているわけではないので、越権で

はないと思っています。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 全く理解ができませんね。

ですから、この問題はビルのオーナーとたな子

の問題であって、そこのところ、ビルのオーナ

ーを飛び越して市長がたな子の本社まで出向い

たと。何で行かれたのか。相手方の社長さんに

お会いすべく行ったというふうに市長の口から

お話はいただいておりますけれども、そういう

点では私は市長の越権行為だったというふうに

思います。市長は答えたくはないんでしょうけ

れども、後でもしそれに対して何かお答えした

ければ答えてください。 

  あと、やはりこのポポロビル問題が非常にこじ

れておるわけですけれども、非常にこじれてい

るにもかかわらず、当局はポポロ用地を、ポポ

ロビルの大家とたな子の問題が解決すれば、あ

そこを買い取ってまちの広場機能をつくってい

きたいというふうに言っているわけですけれど

も、ここまで普通こだわれば、「はい、あなた

のところはもうあと終わりね」と言うのが普通

我々の一般社会の常識なわけですけれども、当

局はこのポポロビル用地にこだわりを異常に持

っているというふうに我々一般常識からは感じ

るわけですよ。あの用地にこだわっている何か

特別なかかわりとか約束とか、何かあるんです

か。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 ８月の臨時議会の際にも

今後の見通しについての資料の中で、将来的に

は、解決したならば市が取得をしてイベント広
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場の整備をしていきたいというふうな構想を持

っているということをお示しをいたしました。

さらには、一つの覚書として取り交わしたもの

についてもコピーを皆様方にお示しをしながら

御説明をしてきた経過があるわけであります。

特別な思い入れというかそういうことではなく

て、やはりあそこの場所は、ポポロ用地も含め

て４つの、一つの駐車場も含めて、文化会館、

それからまちの広場を含めてこの４つの一体的

な街区、これは大事なポイントでありますので、

土地でありますので、ここの部分を文化交流ゾ

ーンとしてやはりきちっと整備をしていきたい、

そういうグランドデザインを持つべきだという

ふうに私どもとしては考えております。 

  それから、これまでのさまざまな議会とのやり

とりの中でも、やはりポポロビル、今の状態が

ああいう状態でありまして、やはりテナントが

全部抜けてしまったああいうものがそのまま残

っているのが、果たして中心市街地活性化を進

めていく中でどうなんだというふうな部分も確

かに私どもとしても認識をしております。やは

り文化交流ゾーンとしてふさわしいものとして

一体的にグランドデザインを描いていくのがや

はり中心市街地活性にはふさわしいというふう

に私どもは認識をしております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） たしか相手方と取り交わ

している文章の最後に、「ただし、議会の議決

を得ることを前提として」というくだりが最後

に入っておったわけでありますけれども、その

ことについて、議会の同意が得られなければあ

そこの用地の取得は諦めるんだというふうに思

ってよろしいんでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 ちょっと一般論で申し上

げたいと思いますが、一つの米沢市の意思決定

としては、予算を伴うものについては首長限り

で意思決定はこれはできませんので、市として

は、こちらの執行部としては予算を編成をして

議会に委ね、議会の賛同をいただいたときに初

めて米沢市としての団体意思が決定をするとい

うことになりますので、そういう表現は全ての

形式においてとらせていただいております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） ということは、議会の同

意がなければ取得はできないということになる

わけですね。 

  次、建設費の上物だけで計画段階で16億円、次

にプロポーザル段階に行って20億円、ことし３

月で22億円、このたび26億円というふうに増加

をしてきたわけでありますけれども、今回４億

3,277万円の増加ということでありますけれども、

たしか17地区のコミュニティセンターでの説明

会では、その中であった質問に答えた形だった

と思いますけれども、質問者の意向は22億であ

と上がりませんかということに対して、22億で

あと上がることはありませんというふうに明言

されていたという話を聞いておりますけれども、

そこはどうですか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 17地区の説明会、私も全

て出させていただいて、質問を受けてお答えを

させていただきました。２億円の上昇部分につ

いては、東日本大震災の影響、それからより強

固な軀体とするため、それから木材を使うため

の値上げ分というふうなことで説明をしてまい

りました。ただ、ここから先絶対上がらないか

というふうな質問を受けて、そのとおりですと

いうふうにお答えをしたというふうな記憶はち

ょっと私はございません。大変申しわけないん

ですが、覚えておりません。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） そこはちょっと後で確認

を私のほうもとってみたいというふうに思いま

す。 

  この間の市政協議会で、有機ＥＬ照明等では追
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加の増額がまだありそうだと、この有機ＥＬに

ついては大分高額になるようなニュアンスに私

はとったんでありますけれども、かなりの増額

になるんでしょうかね。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 有機ＥＬにつきましては、

特定財源の確保という観点からも県の補助事業

等を使いたいということを考えておりまして、

その辺につきましては、補助事業の枠の問題も

ございますので、現在、どれくらいの額になる

というふうにはちょっとまだお答えできる段階

ではございませんので、御理解いただきたいと

思います。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） そうしますと、額が決ま

ってからそれに合わせてつじつまを合わせると

いうことになってきますと、有機ＥＬ照明の数

がふんだんに使えるか、ごくごくわずかしか使

えないかというふうなところで、予算額に合わ

せた有機ＥＬ照明の取りつけということになる

んでしょうか。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 予算額に合わせたという

こともありますけれども、設置する場所、あと

個数、あと契約する段階での１個当たりの単価

というか、そういったものもございますので、

総合的に判断しなければならないと感じており

ます。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） そうしますと、今回の４

億3,277万円の増額、それから有機ＥＬ照明での

追加増額、こういったものについては国の補助、

４割補助、これについてはこれを適用を受けら

れるのか、この枠の外なのか。これはどうなん

ですか。 

○島軒純一議長 神田教育管理部長。 

○神田 仁教育管理部長 有機ＥＬにつきましては、

県の補助を今検討している段階です。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 済みません。答弁が若干

漏れているようでありますが、今回の東日本大

震災の影響を受けての増額分につきましては、

国のほうと今相談をしております。基本的には

最終的に40％の国費充当をお願いできるものと

いうふうに思っております。正式な事業計画の

変更は今後になりますが、そういう感触をいた

だいております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） それはいつごろ決定する

かは、大体の目安というか、おわかりにはなり

ませんでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 計画変更についてはもう

既に県のほうと相談をさせていただいておりま

すので、これからも継続的に調整作業を進めて

まいります。最終的には、金額を明示したもの

としてお示しをいただけるのは、26年度の当初

という格好になります。ただ、全体として５年

間の事業の中で最終的に40％の確保というのが

建て前になっておりますので、今年度その40％

の交付金を充てられないとしても、26年度には

差額分を含めて精算をしていただけるというの

がこの仕組みというか、制度になっております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） この新文化複合施設につ

きましては、最初、構想の段階では16億円だっ

たものが、ここに来て26億円、そしてここに有

機ＥＬがどういう形で入ってくるのか。非常に

膨大な10億先の増額という感じに数字の上では

見えてしまうんですけれども、やっぱり市長の

落選時からのマニフェストの積み残し、市長の

思い入れの一番強いものだからデラックスに増

額してもやっていけるのかなというふうに、ひ

がみを持って見てしまうわけですけれども、そ

の辺、市長、何かございませんか。 

○島軒純一議長 安部市長。 
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○安部三十郎市長 マニフェストというのは、要す

るに有権者たちとの公約ですので、そういう公

約を出して当選するということは、それが支持

されているというそういう意味でありますので、

落選し続けていながらずっと掲げ続けていて、

今でも落選しているとかそういうことではない

わけですから、おっしゃっているようなことは

当てはまらないと思います。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） これだけ巨額なものをつ

くってどんなものができるのかと、非常に金額

的には恐ろしい金額だけれども、どんなものが

できるのかという期待もあるわけですけれども、

今、図書館といいますと、佐賀県の武雄市の図

書館、これがまず全国レベルでマスコミ、新聞、

テレビ、たびたび見ておりますけれども、やは

りツタヤさんに民間委託をさせて、民間のＤＶ

Ｄの貸し出しとかそういったものから、もう全

くの民間レベルの運営、そして中にはスターバ

ックスコーヒーですか、それが入って、コーヒ

ーを飲みながら本を読めるということで、とん

でもないものが人口５万人ちょっとの小さなま

ちでやって、それが全国から注目を浴びている

ということでありますけれども、そういったも

のが、これだけの額のものを使って全国から脚

光を浴びるだけのものができれば、私も何も細

かいことをごちょごちょ言っている必要はなく

て、いや、さすが市長、すばらしいものをつく

っていただいたなというふうに思いますけれど

も、その辺の佐賀県武雄市の図書館についての

思いを市長からちょっとお聞きをしておきたい。

今回どんなすばらしい図書館をつくられるのか、

その辺の何かありませんか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 聞いている範囲でありますが、

民間業者委託とはいっても、例えば郷土資料の

ようなものの研究とか、そういう図書館が本来

持っている機能の中で地元図書館しか持ち得な

いようなものについて、あるいは子供たちへの

いわゆる読み聞かせとかそういうような教育的

に極めて重要なものについては委託をしていな

いというふうに聞いております。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） では、次に進みます。 

  まちの広場の廃止反対運動、これかなり盛り上

がっていたというふうに私は思っておるんです

けれども、これは収束したというふうに当局で

は思っておられるのでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 正確に今どういう状況で

あるかということについては、収束しているか

どうかという部分については、正式にそうなん

ですかなんてことを聞いたことがありませんの

で、ちょっと詳しくはそこまでは存じないとい

うのが実情です。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 先ほどの24年の８月28日

の臨時会、ここでは議会で２票差、25年３月の

まちの広場廃止議案については３票差、こうい

う僅差で議会が辛うじて通ってきたということ

について、市長はどのような思いを持っておら

れますか。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 票数というか、採決もそうです

が、ほかにもテナントが出ていかないというよ

うなことから何からさまざま大きな波がやって

きてということだったというふうに思います。

そういうことを含めた広い意味でどう考えてい

るかということになりますが、やはりこのまち

が持っている運命というのがあるというふうに

思っています。それは何かというと、先人がず

っと積み重ねてきたこのまちのあり方、すなわ

ち教育を大事にして人を育てて、そしてまちを

発展させていこうという、そういうことによっ

てこのまちが発展してきた。そういうまちの運

命というのがあるのではないかというふうに思
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っています。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 文化会館の耐震調査を空

調設備改修に合わせて平成25年度前倒しという

ふうにしたわけでありますけれども、ポポロビ

ルが混乱したときに、ここに合わせて前倒しし

て、文化会館と新文化複合施設の合築の可能性

の選択肢をつくるべきだったというふうに私は

思っていますが、そうすればまちの広場は残る

可能性もあったわけでありますけれども、この

空調設備にあわせて耐震調査を前倒しをしたと。

ポポロビルが大家とたな子の問題でトラブった

ときに前倒しをしなかったと。ここはちょっと

私は行政のミスマッチだったんじゃないのかな

というふうに思いますが、その辺いかがですか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 市民文化会館との合築の

構想については、これまでも議会の中で何回か

御質問があってお答えをしてきたとおりであり

ます。全体事業費の中で当初から想定をしてい

なかったというのが正直なところでありますし、

市民文化会館についてはまだまだ使えるものと

いうふうなことを思っております。その時点か

ら市民文化会館と合築をして設計をやり直すと

いうことになれば、少なくとも１年ないし２年

はまた余分な時間を要するというふうな流れに

なってまいりますので、その流れの中ではそう

いう判断は全く想定をしていなかったというふ

うに考えております。そういうふうなことでず

っと今までもお答えをしてきたとおりでありま

す。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） ちょっと話はそれるんで

すけれども、南陽市民会館の建てかえ構想とい

うのが1,300人収容で木造でつくるということで、

全国テレビの放送で取材されておったわけです

けれども、ちょっと今回の私の通告趣旨とはち

ょっと外れるんですが、本当にこういったもの

がつくられてしまうと米沢の文化会館の利用頻

度というのがもう全く落ちてしまうのではない

かなというふうに非常に心配をしておるわけで

ありますけれども、その辺については、もし何

かコメントいただければと思いますが。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 突然の御質問でちょっと

うろたえておりますが、やはり公共施設につい

ては建てかえのタイミングというのは必ずある

んだろうというふうに思います。今、耐震診断

もしているというふうな状況になっております

が、建てかえを何年後に想定をするかによって

また新しい構想が生まれてくるというふうに思

っておりますので、その時点でそういうふうな

判断といいますか、検討をしていくべきものと

いうふうに思います。今現状で南陽市さんと比

較をしてどうというふうなことはちょっとコメ

ントは控えさせていただきたいと思います。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） あと、この新文化複合施

設での集客効果、これたしか山口部長のあれだ

と22万人とかという数字だったと思ったんです

けれども……（「30万人と言ってるよ」の声あ

り） 

○島軒純一議長 御静粛に。 

○６番（山村 明議員） これはちょっとオーバー

過ぎないかなというふうに思うんですが、その

根拠というか、積算根拠というか、そういった

ものが何か特別なものがあってそういう数字を

出されたんでしょうか。20何万人だったか、ち

ょっとここも不確かなんですけれども、そこも

あわせてちょっとお聞きをしたい。 

○島軒純一議長 御静粛に。 

  山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 国のほうに提出をしてお

ります都市再生整備計画の中で、この新文化複

合施設の中の図書館の部分について22万人の想

定を掲げさせていただいております。これは今
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の図書館の利用者プラス、面積が大きくなるこ

とによって増加するであろう人数分を想定をし

て22万人というふうな設定をさせてもらって国

のほうに申し上げているものであります。 

○島軒純一議長 山村明議員。 

○６番（山村 明議員） 済みません。時間、何分

ほどありますか。 

○島軒純一議長 １分半ぐらいです。 

○６番（山村 明議員） では最後に、エネルギー

の問題ですね。 

  私がこの問題をなぜ言いたかったかといいます

と、米沢の六郷地区のところでガスのパイプラ

インが通っているということで、今、時代はア

メリカのシェールガス、それから日本の近海で

のメタンハイドレート、こういったものについ

て米沢をガスのパイプラインが通っていると。

これを何とか使ってこの米沢のまちおこしとい

ったものにつなげることができないものだろう

かと。米沢は太平洋側からも日本海側からも非

常に、海からは意外と距離がどっちからも近い

んですね。地盤が安定している。米沢は空気が

きれいだということで、このすばらしい環境な

ので、高速道路さえつながれば、これは絶対企

業誘致やら米沢を売り込む絶好のあれだという

ふうに思いますけれども、そういった意味で、

このガスパイプラインを活用した米沢の売り込

み、そのシェールガス、メタンハイドレート、

そういったものについてのこれからの何か将来

展望というのは何かないものでしょうか。 

○島軒純一議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 新しい資源になっており

ますメタンハイドレート、ただ、これについて

はまだまだ採掘の技術の確立ができていないと

いうような状況になっておりますので、今後の

技術的な進行状況なども見据えながらというふ

うな格好になるのかなというふうに思います。

天然ガスを使いました発電のほうにちょっと戻

ってしまうわけでありますが、平成14年から15

年にかけて民間事業者で可能性調査を１回した

経過があったわけです。その中で、可能性はあ

るものの、なかなか主体となる大規模な投資が

民間事業者でできないというふうな経過から中

断されてしまったというような経過もあるわけ

でありますが、国の施策としてどんなものが打

ち出されてくるか、支援策でありますが、そう

いったことも注視をしながら考えていきたいと

いうふうに思います。 

○島軒純一議長 以上で６番山村明議員の一般質問

を終了いたします。 

 

 

 

日程第２ 議第６５号災害対策基本法に

基づく雪下ろし作業中の物損

事故に基づき生じた損害賠償

の和解について 

日程第３ 議第６６号平成２５年度米沢

市一般会計補正予算（第２

号） 

 

○島軒純一議長 次に、日程第２、議第65号災害対

策基本法に基づく雪下ろし作業中の物損事故に

基づき生じた損害賠償の和解について及び日程

第３、議第66号平成25年度米沢市一般会計補正

予算（第２号）についての議案２件は、議事の

都合により一括議題といたします。 

  この場合、市長から提案理由の説明を願います。

安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいま上程になりました議第

65号及び議第66号の２案件について説明いたし

ます。 

  初めに、議第65号災害対策基本法に基づく雪下

ろし作業中の物損事故に基づき生じた損害賠償

の和解について説明いたします。 

  本案は、災害対策基本法に基づく雪おろし作業
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中の物損事故に基づき生じた損害賠償について、

損害賠償の額を決定し、和解するため提案する

ものであります。 

  次に、議第66号平成25年度米沢市一般会計補正

予算（第２号）について説明いたします。 

  本案は、ＬＥＤ公衆街路灯設置費補助金を増額

するほか、資材単価や労務単価の高騰に伴い、

新文化複合施設整備事業及び第四中学校増改築

事業の工事費を増額するとともに、新文化複合

施設整備事業については、国の補正予算に伴い、

平成24年度に前倒しして計上した事業費を減額

することにより、合わせて５億427万6,000円の

減額補正をしようとするものであります。この

結果、補正前と合わせた一般会計の予算総額は

338億6,967万7,000円となります。 

  これらに伴う財源といたしましては、特定財源

として国庫支出金及び地方債を、一般財源とし

て繰越金をそれぞれ減額しようとするものであ

ります。 

  あわせて、第四中学校増改築事業については継

続費の変更を、新文化複合施設整備事業につい

ては債務負担行為の変更をそれぞれしようとす

るものであります。 

  よろしく御審議の上、御賛同賜りますようお願

い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

○島軒純一議長 ただいまの市長説明に対し、御質

疑ありませんか。21番佐藤議員。 

○２１番（佐藤 議員） 今回の追加議案及び補

正予算は、当局の予算執行の甘さ、予算の執行

の甘さが原因であるというふうに思うわけでご

ざいます。議案の雪おろし作業中の物損事故に

ついては90万円、それから四中の建設の追加補

正が３億8,000万円、新文化施設についての追加

補正が４億3,000万円というふうな形で、これは

大きな事業かもしれませんけれども、とんでも

ない額だというふうに私は感じておりますし、

市民になかなか説明ができないというふうな状

況でございます。このことについて、安部市長、

あなたはこれどういうふうに感じるんですか。

ひとつ御意見をお伺いしたい。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 東日本大震災による資材単価や

労務単価の高騰が予想以上に著しかったという

ふうに捉えております。 

○島軒純一議長 ３回なので、いいですか。佐藤

議員。 

○２１番（佐藤 議員） 午前中に２人の同僚議

員から市民の方々の本当の切実な質問があった

わけです。側溝とか水路、これについてぜひ修

繕してほしい、改修してほしいという意見が出

ました。このたびの補正予算、足せば８億です。

20年間かかる水路補修なんかすぐできます。そ

ういうふうなところの予算執行というのは非常

に私はまずいんじゃないかというふうなことを

申し上げたいわけです。 

  それでちょっとお聞きしますけれども、今回の

議案の雪おろし作業、その作業に当たって、ま

さか市職員が行って雪おろしするわけじゃない

でしょうから、業者に委託したと思うんです。

そこに市職員は立ち会っていますか、ひとつお

聞きします。 

  それから、３億8,000万円補正追加するわけで

すけれども、これで四中の入札は十分対応でき

るかどうか。これがおくれればまた子供たちに

教育がおくれるわけでございますので、その辺、

２点お聞きしたいと思います。 

○島軒純一議長 加藤建設部長。 

○加藤吉宏建設部長 第１点目のこの物損事故に対

しまして、雪おろしそのものは業者のほうに委

託をして実施をしております。この事故が発生

した時点では職員はそこには立ち会っておりま

せんでした。 

  それから、２点目でございますが、今回御提示

を申し上げましたこの予算でいわゆる入札が執

行できるかというふうなお話でございますが、

今回のこの積算に当たりましては、国の新しい
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基準の予算、県から示されました労務単価、そ

れから実勢価格というふうなものの情報を最大

限収集いたしまして、できる限りの現段階での

情報に基づいて積算をしているということで、

私たちは今の状況に合わせた積算として準備を

しているところでございます。 

○島軒純一議長 佐藤議員。 

○２１番（佐藤 議員） ぜひ入札が成功するよ

うに私も祈りたいというふうに思います。 

  それで、この新文化複合施設の予算的な措置、

国からお金が来るからいい、補助来るからいい

と当局は答弁しますけれども、この国から来る

予算だって全部我々国民の税金なわけですから、

単独に米沢から出すあるいは起債の部分は、そ

れは少なくなりますけれども、やはり国の予算

だということを、全部我々の税金だということ

をぜひやっぱり公務員の皆様は考えていただき

たいというふうなことが一つ。 

  それから、先ほど雪おろしだって立ち会ってい

ない。だめですよ、そんなこと。きちんと立ち

会ってどういう状況か見るということが大切な

んです。この90万3,000円だって、恐らく保険か

ら出るからいいって言われるでしょう、あなた

方。それだって、保険だって全部市の予算から

保険というのをかけているわけでしょう。ない

ほうがいいわけですから。やっぱりその辺の現

場をきちんと見ると。今回の積算基準だって、

海老名議員からもいろいろ出ました。現場をよ

く見て。それから、この雪おろしだって現場を

見て、机上だけのやっぱり仕事ではだめですよ。

現場をよく見て、現状を見て、そして市民のた

めの行政をやっていくというのがあなた方当局

の仕事じゃないですか。市長はそれでどう感じ

ますか。これで質問を終わります。 

○島軒純一議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 おっしゃるとおりであるという

ふうに思っています。 

○島軒純一議長 ほかに御質疑ありませんか。 

  〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 なければ質疑を終結いたします。 

  ただいま上程になりました議案２件は、会議規

則第37条第１項の規定により、お手元に配付し

ております議案付託表・追加のとおり、所管の

委員会に付託いたします。 

  委員会は、会議日程により慎重審査の上、来る

６月26日の本会議にその結果を報告願います。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして、本日の日程は

終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時１５分 散  会 
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